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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第23期及び第24期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

３ 第23期及び第24期の自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失のため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む）

であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

５ 平成17年１月20日をもって普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。なお、第26期の１

株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当該株式分割が期首に行われたものとし

て算出しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 24,814,535 28,647,388 35,252,626 39,318,494 43,496,328

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) △713,310 47,722 820,007 1,071,980 1,324,534

当期純利益又は 
当期純損失（△)

(千円) △1,240,295 △14,681 308,368 642,409 712,780

純資産額 (千円) 2,972,124 3,321,761 3,449,294 3,998,382 5,634,088

総資産額 (千円) 7,922,566 11,338,183 11,666,573 11,946,577 12,944,239

１株当たり純資産額 (円) 338.70 280.29 295.68 114.25 145.67

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期 
純損失（△)

(円) △141.34 △1.42 26.24 18.36 19.69

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) － － 26.16 18.15 19.55

自己資本比率 (％) 37.5 29.3 29.6 33.5 43.5

自己資本利益率 (％) － － 9.1 17.3 14.8

株価収益率 (倍) － － 26.64 19.88 23.21

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △383,103 △9,226 1,364,308 1,238,863 1,008,419

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 85,365 47,087 △944,838 97,975 △427,171

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 425,040 △305,927 △875,040 △1,241,250 △198,970

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 1,605,412 2,321,836 1,992,252 2,087,841 2,470,119

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
572
(241)

696
(277)

723
(177)

799
(189)

861
(205)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第27期の１株当たり配当額には記念配当３円を含んでおります。 

３ 第23期及び第24期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

４ 第23期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向は当期純損失のため記載しておりません。 

５ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従

業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

６ 平成17年１月20日をもって普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。なお、第26期の１

株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当該株式分割が期首に行われたものとし

て算出しております。 

  

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 22,674,459 26,378,203 33,158,513 37,284,838 41,010,946

経常利益又は 
経常損失（△)

(千円) △424,286 2,858 768,407 1,090,799 1,132,754

当期純利益又は 
当期純損失（△)

(千円) △1,553,182 6,331 306,380 730,365 694,159

資本金 (千円) 927,497 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,658,274

発行済株式総数 (株) 8,775,060 11,925,060 11,925,060 35,775,180 39,375,180

純資産額 (千円) 2,960,605 3,322,823 3,465,381 4,110,417 5,726,142

総資産額 (千円) 7,482,531 10,854,889 11,131,590 11,450,696 12,320,389

１株当たり純資産額 (円) 337.39 280.38 297.06 117.45 148.05

１株当たり配当額 
（内１株当たり 
 中間配当額)

(円)
7.5
(－)

7.5
(－)

12.5
(－)

7.0
(－)

10.0
(－)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期 
純損失（△)

(円) △177.00 0.61 26.07 20.87 19.18

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) － － 25.99 20.63 19.03

自己資本比率 (％) 39.6 30.6 31.1 35.9 46.5

自己資本利益率 (％) － 0.2 9.0 19.3 14.1

株価収益率 (倍) － 456.70 26.81 17.49 23.83

配当性向 (％) － 1,223.3 47.9 33.5 52.1

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
263
(174)

484
(152)

475
(136)

517
（167)

545
（180)



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 沿革

昭和55年８月 中高年男性が能力・資格・経験を活用できる機会の創出を業務の目的として株式会社エルダーマ

ネジメントセンターを東京都中央区日本橋室町に設立し、経営相談・事務処理・経理処理の請負

を主たる業務として業務開始

昭和59年９月 商号を株式会社テンポラリーエルダーに変更し、本社を東京都千代田区内幸町に移転

昭和61年２月 大阪市北区中之島に大阪支店を開設（平成12年５月北区角田町に移転)

７月 労働者派遣法の施行により、一般労働者派遣事業許可を取得し、従来の請負業務に加え、人材派

遣業務を開始

昭和63年７月 名古屋市中村区名駅に名古屋支店を開設

平成元年10月 神戸市中央区小野柄通に神戸支店を開設（平成10年４月中央区磯上通に移転)

平成５年６月 商号を株式会社パソナエルダーに変更

平成６年２月 本社を東京都港区六本木に移転

平成７年２月 外資系企業を対象とした人材派遣業務を主体とする株式会社パソナパーソネル（旧株式会社パソ

ナソフトバンク）が、OA関連の人材派遣業務を主体とする株式会社パソナオーエーを吸収合併

平成８年４月 旧株式会社パソナソフトバンクを吸収合併し、商号を株式会社パソナソフトバンクに変更 

本社を東京都渋谷区代々木に移転

７月 東京都中央区銀座に銀座支店を開設

９月 東京都渋谷区渋谷に渋谷支店を開設

10月 大阪市中央区難波に難波支店を開設

平成10年６月 職業紹介事業部（現人材紹介部）を新設し、有料職業紹介事業を開始

平成11年６月 日本証券業協会に一般人材派遣会社として最初に株式店頭公開

10月 株式会社コンピュータパックの株式を取得（出資比率72.1％)

平成13年５月 株式会社コンピュータパックの全株式を取得、100％子会社化 

フジスタッフグループと戦略的業務提携

８月 商号を株式会社プロフェシオに変更

平成14年10月 株式会社フジスタッフと合併し、商号を株式会社フジプロフェシオに変更

平成15年３月 本部機能を、東京都千代田区丸の内に移転

平成15年８月 商号を株式会社フジスタッフに変更し、本社を東京都千代田区丸の内に移転

平成16年１月 米国Management Recruiters International, Inc.と業務提携 

100％子会社の株式会社エム・アール・アイ・ジャパンを通して人材紹介事業での日本における

マスターフランチャイズ権を取得

４月 株式会社エム・アール・アイ・ジャパン業務開始

10月 財団法人日本情報処理開発協会の認定によりプライバシーマークを取得

11月 大阪市北区梅田に関西支社を開設、大阪支店を同支社内に移転

12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場



３ 【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び連結子会社２社によって構成されており、総合

人材サービス企業として人材派遣業を中心に業務請負事業、人材紹介事業、紹介予定派遣事業等の各種人

材関連サービス事業を営んでおります。 

当社グループの事業系統図は、以下のとおりであります。 

  
 

  

  



(1) 人材派遣事業における当社グループ、派遣先企業及び派遣労働者の関係は次のとおりであります。 

  

 

  
  

(2) 請負事業における当社グループ、クライアント及び従業員・派遣労働者の関係は次のとおりであり

ます。 

  

 

  
  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む）で

あり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従

業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合はありません。労使関係につきましては良好であります。 

  

名称 住所
資本金 
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

株式会社コンピュータパック 東京都渋谷区 100,000
コンピュータ要
員の派遣

100.0 －
人材を派遣しております。
役員の兼任………有

株式会社エム・アール・
アイ・ジャパン

東京都千代田区 100,000
人材紹介事業・
ヘッドハンティ
ング

100.0 －
当社より資金の貸付をして
おります。 
役員の兼任………有

会社別 従業員数(名)

連結財務諸表提出会社 545（180)

株式会社コンピュータパック 294（ 25)

株式会社エム・アール・アイ・ジャパン 22（ －)

合計 861（205)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

545（180) 32.0 4.2 4,527,180



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費、企業の設備投資ともに引き続き堅調に推移し、今

般の景気拡大は平成景気に並ぶ長期的なものとなる見通しです。大企業はもとより中小企業に至るまで

企業は設備投資に前向きであり、個人消費の拡大とあわせ全般的に順調な成長を続けています。 

雇用情勢につきましては、持続的な景気回復や企業収益の改善を背景に雇用の不足感が一段と強まっ

てきており、平成18年３月の日銀短観では雇用人員判断指数が大企業製造業で３ポイント低下してマイ

ナス１となるなど全産業で雇用不足超となっています。今後も人口減少に伴って労働力人口はさらに減

少することが確実であり、企業の雇用不足感、労働需給のミスマッチは続くものと考えられます。こう

した中で、企業の正社員採用は徐々に積極化しており、紹介予定派遣や新卒派遣の需要が拡大するとと

もに、派遣スタッフなどの非正社員を積極活用する企業についても引き続き増加傾向が続いておりま

す。反面、新規登録スタッフを確保することが業界全体の課題となっております。 

このような環境のもと、当社グループは企業からの案件受注が好調さを持続しており、主力の人材派

遣事業と人材紹介事業が順調に推移し、当連結会計年度の売上高は43,496百万円（前連結会計年度比

10.6％増）となりました。 

利益面につきましては、人材派遣事業及び業務請負事業において、社会保険料率改定等に伴う経費負

担が増加しましたが、管理コスト比率の低減と収益性の高い人材紹介事業の拡大推進の結果、経常利益

1,324百万円（前連結会計年度比23.6％増）となりました。特別損益では、遊休資産の減損損失計上な

どがありましたが、投資有価証券売却益等を計上したことなどから当期純利益712百万円（前連結会計

年度比11.0％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等調

整前当期純利益の計上、株式の発行、未払費用の増加などによる獲得資金を、長期借入金の返済、売上

債権の増加、法人税等、配当金の支払などに充てた結果、前連結会計年度末より382百万円増の2,470百

万円となりました。 

・営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度におきましては、法人税等の支払や売上債権の増加などがあったものの、税金等調整

前当期純利益1,472百万円（前年同期は1,097百万円）や減価償却費の計上、未払費用の増加などによ

り、営業活動の結果獲得した資金は前連結会計年度より230百万円減の1,008百万円となりました。 

・投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度におきましては、有形・無形固定資産や投資有価証券の取得などにより、投資活動の

結果支出した資金は427百万円（前年同期は97百万円の獲得）となりました。 

・財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度におきましては、長期借入金の返済などがありましたが、将来の新規事業・戦略投資

のため新株の発行などを行った結果、財務活動により支出した資金は前連結会計年度末より1,042百万

円減の198百万円となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの主たる業務であります「人材派遣、業務請負、人材紹介等人材関連事業」は、提供す

るサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略しております。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは受注生産を行っておりませんので、受注状況の記載事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当社グループは「人材派遣・業務請負・人材紹介等人材関連事業」の割合が90％を超えているため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

ａ 売上高の内訳は次の通りであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 人材紹介事業の中に株式会社エム・アール・アイ・ジャパンの売上が、その他の事業の中に株式会社コンピ

ュータパックの売上がそれぞれ含まれております。 

  

ｂ 地域別売上高は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 営業部・支店の所在する地域によって区分しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

業務の種類

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

人材派遣事業 37,828,140 111.9

 (一般・ＯＡ関係) 19,518,361 110.6

 (財務・法務・専門事務系) 2,094,953 114.6

 (バイリンガル事務系) 1,327,764 114.4

 (ＩＴ・テクニカル系) 5,502,910 99.5

 (営業・販売関係) 7,978,013 116.2

 (その他) 1,406,138 181.0

業務請負事業 2,819,406 92.0

人材紹介事業 687,215 189.2

その他の事業 2,161,566 103.9

合計 43,496,328 110.6

地域

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

北海道・東北 3,678,154 8.5 113.1

東京(23区) 13,206,348 30.4 99.3

関東(除く東京23区) 15,138,033 34.8 115.6

名古屋・東海・北陸 2,275,638 5.2 123.1

近畿 6,570,647 15.1 112.2

中国・四国・九州 2,627,506 6.0 133.2

合計 43,496,328 100.0 110.6



(4) 連結財務諸表提出会社の新規派遣登録者数、派遣登録者数累計及び稼動中の派遣労働者数(月末平均)

の状況は次のとおりであります。 

  

 
（注）第27期より、「派遣登録者数累計」において、登録抹消などを除いた期末日現在登録となっている人数の合計

を表示することといたしました。この変更を第26期に適用した場合、男性49,290人、女性150,091人、合計

199,381人となります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

①営業力の強化 

平成18年４月より、全国各地の派遣需要に適切に応えるため、営業拠点をきめ細かく管理する体制と

して、全国を15ブロックに分け統括責任者である「エリアディレクター」を配置した地区担当制を敷い

ております。これにより、営業拠点のフォローアップを高めながら、全社的な営業体制をさらに強化い

たします。 

また、今後はさらなる業容拡大に向けた拠点増強やＭ＆Ａ及び業務提携等による戦略的営業展開も積

極的に実施したいと考えております。 

②派遣スタッフ教育体制の拡充 

人材派遣事業の中心である事務系派遣のニーズに対応するには、ＯＡスキルレベルの高い派遣スタッ

フの確保が重要です。当期はＯＡ研修施設「フジビジネススクール」を全国９ヵ所に配置し、スタッフ

のＯＡスキルアップサポート体制を充実いたしました。 

また、ＣＡＤエンジニア等の「技術者派遣」はメーカーを中心とした需要の拡大により堅調に推移し

ておりますが、エンジニアは慢性的に不足状態が続いています。高収益部門である技術者派遣事業を推

進するため、ＣＡＤエンジニアを育成する当社独自の「フジＣＡＤアカデミー」を全国３ヵ所（宇都

宮、新宿、福岡）に開設し、ＣＡＴＩＡ技術者を中心に多くの技術者を育成し派遣しております。 

③派遣スタッフ確保のためのインフラ整備 

平成17年４月に「面接予約システム」をリリースいたしました。従来の電話での受付体制から、Ｐ

Ｃ・携帯電話のＷｅｂ機能を使った面接予約を可能にするとともに、同時にリリースした「登録データ

入力システム」により、登録希望者は来店前に自宅で登録情報を入力できるようになりました。このよ

うに登録スタッフの利便性向上を図るインフラを整えた結果、Ｗｅｂ経由でのスタッフ登録数は順調に

増加しております。 

さらに、平成18年４月にはスタッフのＯＡスキルを診断する「新スキルチェックシステム」を導入い

たしました。業界最先端のスキルチェッカーを導入することで、正確なスキル診断によりスタッフアレ

ンジの精度を高めるとともに、最適な教育プログラムへ誘導することでスペシャリストの育成とスタッ

フの就業率向上を図ります。 

期

新規派遣登録者数 派遣登録者数累計
稼動中の派遣労働者数 

(月末平均)

男性 
(人)

女性 
(人)

合計 
(人)

男性
(人)

女性
(人)

合計
(人)

男性
(人)

女性 
(人)

合計
(人)

第26期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

8,704 33,225 41,929 132,573 288,453 421,026 3,549 13,003 16,552

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

8,937 36,071 45,008 58,229 186,167 244,396 3,643 15,398 19,041



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、当連結会計年度末現在において以下のようなものがあります。 

(1) 外的要因等について 

①市場動向について 

人材ビジネス市場を取り巻く環境は、企業の景気回復基調がある中でのテンポラリーな雇用形態の需

要拡大や人材活用策の多様化による雇用ミスマッチ解消が確実に進むことが予想されます。一方で当社

が主力とする一般労働者派遣事業（人材派遣事業）については、許可事業所数（同業社の支店・営業所

等の全事業所数）も平成17年６月の外部調査では既に15,000件（厚生労働省推定）を超える水準にあ

り、新規参入や既存派遣業の拠点数拡大など年率２桁推移での増加傾向が続いている状況にあります。

また、平成16年３月の改正労働者派遣法施行による、ソフトウェア開発等の政令で定める業務（いわ

ゆる「26業務」）の派遣期間制限撤廃、26業務以外の派遣期間の最長１年から３年への拡大、製造業の

生産工程への労働者派遣の解禁（平成19年２月末までは最長１年／平成19年３月以降は最長３年）など

の規制緩和により、人材ビジネス市場の規模拡大の期待感がますます高まっております。 

こうした中、大手人材派遣業は、人材派遣事業・アウトソーシング事業・人材紹介事業などの総合人

材サービス志向が高まる傾向にあり、さらに構内製造業務請負業界とのビジネスの業界領域も薄れる可

能性があります。 

当社としましては、営業・販売、ＣＡＤ・研究開発、ＩＴテクニカル、金融といった専門性の高い分

野を強化するとともに、各地方主要拠点での地域密着型の営業展開を行い、競争力の確保に努めており

ますが、市場の競争がさらに激化した場合、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②法的規制について 

当社が属する人材ビジネス事業においては、主に「労働者派遣法」等の法的規制を受けております。

今後、上記記載のとおり、規制緩和が一層進むことが予想されますが、万一法的規制が強化された場

合には当社の事業に制限が加わる可能性があります。 

③社会保険（健康保険・厚生年金保険）の加入及び料率改定の影響について 

社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法第13条の２及び厚生年金保険法第12条によ

り、社会保険に加入させる義務があります。この点につきまして、当社の雇用する派遣労働者は、社会

保険適用該当者全員が加入しております。 

なお、社会保険料の料率改定が実施された場合には、派遣労働者の雇用事業主である当社にも負担が

発生し、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 個人情報の取扱について 

総合人材サービス業を営む当社は、派遣登録者を始めとする大量の個人情報を取り扱っております。

当社では、平成16年２月より、個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムを全社的に施行

し、平成16年10月には（財）日本情報処理開発協会の認定によりプライバシーマークを取得いたしまし

た。これにより個人情報の受入から保管・利用・廃棄に至る各プロセスにつき取扱基準を明確に定める

とともに、システムに対するアクセス権限の厳格化、内部監査の充実化など、万全の情報セキュリティ

体制を確立しております。 

このコンプライアンス・プログラムを適切に運用していくことにより、当社では個人情報が漏洩する

危険性は極めて低いと考えておりますが、万一、何らかの原因により個人情報が外部に漏洩するような

事態が発生した場合には、当社に対する社会的信用の低下による売上の減少、または損害賠償による費

用の発生等が起こることも考えられ、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 財務要因について 



①資産保有リスクについて 

当社グループでは社員寮（東京都新宿区）、宇都宮支店（栃木県宇都宮市）などの不動産、投資有価

証券等の資産を保有しております。このため、時価の変動等により、当社グループの業績及び財政状態

に影響が出る可能性があります。 

②税効果会計の適用について 

当社グループは、５年以内に回収可能と見込まれる金額を繰延税金資産として計上しております。繰

延税金資産の回収可能見込額は、将来の課税所得のほか様々な予測・仮定に基づいており、実際の結果

がかかる予測・仮定とは異なる可能性があります。特に当社または当社グループの将来の業績が計画を

大きく下回り繰延税金資産の一部が回収できなくなった場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

(4) ストックオプションと株式の希薄化について 

当社は、役員及び従業員の会社業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的にストックオプショ

ン制度を導入しております。 

①旧商法第280条ノ19の規定によるストックオプション（新株引受権）の付与 

平成13年６月26日開催の定時株主総会の特別決議に基づき、当社取締役・執行役員及び当社従業員に

対して合計482,700株（平成18年３月31日現在未行使の新株引受権398,100株）を付与しております。

（行使期間：平成15年７月８日～平成18年７月７日） 

②旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定によるストックオプション（新株予約権）の付与 

ⅰ.平成15年６月27日開催の定時株主総会の特別決議に基づき、当社取締役・執行役員及び当社従業

員に対して合計697,800株（平成18年３月31日現在未行使の新株予約権102,000株）を付与しておりま

す。（行使期間：平成17年７月１日～平成19年11月30日） 

ⅱ．平成17年6月24日開催の定時株主総会の特別決議に基づき、当社取締役・執行役員及び当社従業

員に対して合計599,000株（平成18年３月31日現在未行使の新株予約権563,500株）を付与しておりま

す。（行使期間：平成19年７月１日～平成22年６月30日） 

当連結会計年度末において、新株予約権に関する潜在株式は上記３回の累計で1,063,600株あり、平

成18年３月31日現在発行済株式総数39,375,180株の2.7％に相当しております。 

これは役員および従業員の収益貢献意識を高めて既存株主に対する一層の利益還元に繋がる施策と認

識しておりますが、現在付与している新株予約権に加えて、今後新株予約権が付与され行使が行われた

場合、株式価値の希薄化が生じる可能性があります。 

(5) 訴訟リスクについて 

当社の主力事業である一般労働者派遣事業（人材派遣事業）におきましては、多数の派遣労働者が

様々な企業の様々な職種に従事しておりますとともに、日常事業活動において数多くの企業と取引を行

っております。 

派遣労働者に対しましては、派遣元として適切な技術訓練を施すとともに、各人の能力・適性に合っ

た就業機会の確保に努め、また、就業にあたっては、就業規則を明示のうえ派遣先での就業を全うする

ための教育を徹底しておりますが、間口の広い事業の性質上、労務上のみならず、取引先とのトラブル

が発生する可能性は否定できず、万一、事業活動の上で訴訟等の問題に発展した場合には、損害賠償に

よる費用等の発生により、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

(1) 財政状態の分析 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、8,439百万円（前連結会計年度末は7,627百万円）とな

り、811百万円増加しました。受取手形及び売掛金の増加（5,006百万円から5,465百万円へ458百万円

増）や、現金及び預金の増加（2,087百万円から2,470百万円へ382百万円増）が主な要因であります。 

（固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、4,504百万円（前連結会計年度末は4,318百万円）とな

り、186百万円増加しました。関係会社株式（平成18年４月３日設立の新規連結子会社に対する新株式

払込金）200百万円の払込などにより投資その他の資産が増加（1,297百万円から1,537百万円へ239百万

円増）しております。一方、減価償却や減損損失の計上などにより、有形固定資産が減少（2,755百万

円から2,686百万円へ69百万円減）しております。 

（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、6,325百万円（前連結会計年度末は6,389百万円）とな

り、64百万円減少しました。売上の増加に伴い派遣人件費等の未払費用が増加（3,278百万円から3,547

百万円へ269百万円増）しましたが、短期借入金（539百万円から315百万円へ224百万円減）及び一年内

返済予定長期借入金（1,102百万円から679百万円へ422百万円減）が減少しております。 

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、984百万円（前連結会計年度末は1,558百万円）とな

り、573百万円減少しました。主に、長期借入金の減少（1,046百万円から511百万円へ535百万円減）が

要因であります。当連結会計年度中につきましても、短期・長期とも借入金の返済が進み、有利子負債

比率（有利子負債/総資産）は24.2％から13.2％へ減少しております。 

（資本） 

当連結会計年度末における資本の残高は、5,634百万円（前連結会計年度末は3,998百万円）となり、

1,635百万円増加しました。平成17年12月９日付け新株予約権行使に伴う新株式発行による資本金

（1,000百万円から1,658百万円へ658百万円増）及び資本剰余金（1,447百万円から2,078百万円へ631百

万円増）の増加、及び当期純利益等の計上に伴う利益剰余金の増加（1,591百万円から2,059百万円へ

467百万円増）が主な要因です。 

  



(2) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、税金等調整前当期純利益の計上（1,472百万円）、

株式の発行（1,311百万円）、仕入債務及び未払費用の増加（270百万円）などによる獲得資金を、長期

借入金の返済（1,157百万円）、売上債権の増加（490百万円）、法人税等（574百万円）、配当金の支

払（244百万円）などに充てた結果、前連結会計年度末より382百万円増の2,470百万円となりました。 

なお、営業活動、投資活動、財務活動別のキャッシュ・フローの分析については、１〔業績等の概

要〕 (2) キャッシュ・フローの状況の項目をご参照ください。 

  

(キャッシュ・フローの指標) 
  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

  

(3) 経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は43,496百万円（前連結会計年度比10.6％増）、営業利益は1,300百

万円（前連結会計年度比21.4％増）、経常利益は1,324百万円（前連結会計年度比23.6％増）、当期純

利益は712百万円（前連結会計年度比11.0％増）となりました。 

売上高の分析につきましては、以下のとおりです。 

（人材派遣・請負事業） 

当社グループの主力である人材派遣事業の売上高は37,828百万円（前連結会計年度比11.9％増）とな

りました。企業の種類別では、金融保険業、サービス業、卸売小売業、情報通信業、製造業など全般的

な需要が引き続き拡大しています。 

また、派遣スタッフの職種別では、カード、携帯電話等の加入促進業務や情報通信系企業のテレマー

ケティング業務などの営業・販売関係が好調に伸びており、一般・ＯＡ関係や専門事務系も堅調に推移

しております。さらに、需要の拡大するＣＡＴＩＡ技術者等の技術者派遣の積極対応、ｆｆプロジェク

トの推進による「お母さんスタッフ」の派遣人数増加等も増収に寄与しております。 

業務請負事業においては、派遣契約への切替に伴う影響により売上高は2,819百万円（前連結会計年

度比8.0％減）となりました。 

また、派遣スタッフの募集面では、当社ホームページ「キャリア・ラボ」を通じた登録関連Ｗｅｂ機

能の拡充によるスタッフ募集の効率化やタイムリーなお仕事情報の提供を中心に、スタッフ登録会を引

き続き積極的に開催した結果、新規登録者数は前連結会計年度41,929人から当連結会計年度45,008人

（前連結会計年度比7.3％増）となりました。また、派遣スタッフの稼働者数（月平均派遣人数）は前

連結会計年度16,552人から当連結会計年度19,041人（前連結会計年度比15.0％増）となり、新規登録

者、派遣スタッフ稼働数共に順調に増加しております。 

（人材紹介事業） 

人材紹介事業の売上高は、687百万円（前連結会計年度比89.2％増）となりました。企業業績の回復

感を受けて転職市場が活況である中、連結子会社の株式会社エム・アール・アイ・ジャパンが営業基盤

及び事業モデルの展開を本格稼働したことにより、直営オフィスの紹介料収入やＦＣオフィスの加盟数

平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

自己資本比率   29.6％  33.5％   43.5％

時価ベースの自己資本比率   69.9％  109.3％  139.0％



が好調に推移した結果、大幅増収となりました。 

（その他の事業） 

その他の事業の売上高は、2,161百万円（前連結会計年度比3.9％増）となりました。当該事業につき

ましては、連結子会社の株式会社コンピュータパックの売上が主なものであり、同社の業績が順調に推

移したことにより増収となりました。他には教育事業（ビジネススクール、ＣＡＤアカデミー等）など

が含まれております。 

利益面につきましては、人材派遣事業及び業務請負事業において、社会保険料率改定等に伴う経費負

担が増加しましたが、管理コスト比率の低減と収益性の高い人材紹介事業の拡大推進の結果、営業利

益・経常利益ともに前期比を大きく上回り、また、特別損益では、遊休資産の減損損失計上などがあり

ましたが、投資有価証券売却益等を計上したことなどから増益となりました。 

  

(4) 今後の方針 

企業業績の拡大基調が進む中で、雇用環境の改善により不足する人材を確保するため、派遣スタッフ

などの非正社員を積極活用する動きは引き続き加速することが予想されます。従いまして、当面は人材

派遣市場規模の拡大基調が持続すると見込んでいることから、人材派遣事業を主軸として引き続き売上

高の成長ラインを果敢に高めます。 

今後の事業戦略は当期に続き、派遣スタッフの募集登録強化施策や業容拡大に向けた拠点拡大・営業

人員増員などの営業戦略投資に資本を効率的に投下し、既存事業の強化を図るとともに、成長性の見込

める新規事業にも積極的に取り組みます。また、派遣スタッフの適正給与確保のために、引き続き顧客

企業との適正価格交渉に取り組みます。 

一方、教育体制を充実させることにより、高いＯＡスキルや専門技術を持ったスタッフを育成するこ

とはもちろん、営業担当者・コーディネーターによるスタッフサポートを中心として、自社のキャリア

カウンセラーやメンタルヘルスケアの専門企業と提携し総合的なスタッフサポートシステムを構築し、

派遣スタッフが安心して就業できる環境を提供いたします。 

このように「仕事力」と「人間力」を持った派遣スタッフを育てていくことが、企業の人材ニーズに

応えるとともに、派遣スタッフの就業機会の増加を図れるものと考え、当社のキャッチコピーである

「仕事力、人間力。」の向上を重要な経営課題として取り組みます。 

また、営業戦略といたしましては、下記の４点に注力いたします。 

①新規スタッフの登録促進 

積極的な新店舗開設による登録拠点の増強と、スタッフ向けのポイントサービス「ＦｕｊｉＣａ！Ｐ

ｏｉｎｔ（フジカポイント）」を導入することで、優秀なスタッフの登録誘致と継続就業の促進を図り

ます。 

②子育て女性の就業支援 

女性就業支援「ff-ＷＯＭＡＮプロジェクト」は引き続き子育て世代の女性労働力の掘り起こしを推

進するとともに、幅広い年齢層のスタッフの積極的な活用を促進するため、特に40～50代女性の活用に

注力いたします。 

③技術者育成による専門技術者派遣の拡大 

各エリアのＣＡＤアカデミー（宇都宮、新宿、福岡）でＣＡＤ技術者を育成し地域企業への派遣を推

進するとともに、慢性的人材不足への対応策として新卒者の育成・派遣も積極的に展開いたします。 

④新卒派遣事業の拡大 

厚生労働省認定の若年向け就業支援プログラム「ＹＥＳプログラム」を採用し、充実したプログラム

により教育された定着率の高い人材を供給できる体制で今後も拡大する企業ニーズに対応いたします。



新規業務関連では、平成16年４月より人材紹介事業をスタートさせた連結子会社の株式会社エム・ア

ール・アイ・ジャパンにつきましては、転職市場の強い需要に支えられ、３年目についても安定して売

上拡大し収益確保できる見通しとなっております。今後は、直営オフィスの事業基盤の拡張整備と、Ｆ

Ｃオフィスのサポート体制強化によりロイヤリティ収入の規模拡大を推進いたします。また、平成18年

４月新設した株式会社アイネクストは人材派遣業で培ったノウハウを生かし、当社の全国的な拠点ネッ

トワークを最大限活用し新たな安定収益源を目指します。 

このように今後も高収益部門及び人材派遣事業との相乗効果の高い新規分野に積極的に投資を行いま

す。 

  

（注）今後の方針に記載した事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資総額は226百万円であり、主なものは連結財務諸表提出会社における

東京本社レイアウト変更並びに支店の新設・移転等に伴う事務所設備、備品62百万円、新スタッフ向けサ

イト開設関係58百万円であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループは、「人材派遣・業務請負・人材紹介等人材関連事業」の割合が90％を越えているため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており、設備の状況についても全体の設備状況を記載してお

ります。 

当社グループにおける主要設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ ※１以外の建物につきましては賃借しております。 

２ 総事業所の年間賃借料は549百万円であります。 

３ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、金額には消費税等を含んでおりません。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

５ 上記の他、主要な賃借及びリース設備はありません。 

６ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従

業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

東京本社 
(東京都千代田区)

施設設備 38,676 － － 13,279 51,955
83
(9)

銀座支店 
(東京都中央区)

施設設備 17,135 － － 196 17,331
42
(14)

新宿支店 
(東京都新宿区)

施設設備 10,211 － － 3,969 14,180
30
(8)

渋谷支店 
(東京都渋谷区)

施設設備 752 － － 344 1,096
29
(1)

宇都宮本社 
(栃木県宇都宮市)  ※１

施設設備 261,110 3,686
256,634
（1,863)

72,158 593,590
60
(26)

西那須野支店 
(栃木県那須塩原市) ※１

施設設備 162,157 －
51,258
(658)

334 213,751
7
(3)

名古屋支店 
(名古屋市中村区)

施設設備 772 － － 142 914
9
(6)

関西支社 
(大阪市北区)

施設設備 20,027 － － 3,911 23,938
42
(12)

宇都宮第２ビル 
(栃木県宇都宮市)  ※１

賃貸物件 122,002 －
84,295
(572)

88 206,386
－
(－)

清原寮 
(栃木県宇都宮市)  ※１

厚生設備 10,476 －
12,773
(492)

74 23,324
－
(－)

アトリウム神楽坂 
(東京都新宿区)   ※１

厚生設備 293,733 －
985,077
(466)

－ 1,278,810
－
(－)



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 建物を賃借しており、年間賃借料は50百万円であります。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 上記の他、主要な賃借及びリース設備はありません。 

５ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

  

(3) 在外子会社 

該当事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの当連結会計年度末における重要な新設・改修等に係る設備投資計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の 
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱コンピュータ 
パック

本社 
(東京都渋谷区)

施設設備 3,613 － － 282 3,895
294
(25)

館山保養地 
(千葉県館山市)

厚生施設
用地

－ －
－
(646)

－ －
－
(－)

㈱エム・アール・ 
アイ・ジャパン

本社 
(東京都千代田区)

施設設備 6,432 － － 6,683 13,116
22
(－)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 143,100,720

計 143,100,720

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 39,375,180 39,375,180
ジャスダック証券
取引所

－

計 39,375,180 39,375,180 － －



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションに関する事項は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議(平成13年６月26日) 

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 482,700 (注１) 同左 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり438 (注２) 同左 (注２)

新株予約権の行使期間
平成15年７月８日～
平成18年７月７日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  438
資本組入額   219

同左

新株予約権の行使の条件 (イ)対象者として新株引受権

を付与された者は、以下の

(ハ)から(ホ)までの場合を

除き、新株引受権行使時に

おいても当社の取締役また

は従業員であることを要し

ます。

(ロ)対象者として新株引受権

を付与された者のうち、執

行役員及び正社員が雇用関

係を継続したまま契約社員

または派遣労働者となった

場合、並びに契約社員及び

派遣労働者が雇用関係を継

続したまま執行役員または

正社員となった場合は、権

利を継続するものとしま

す。なお、執行役員、正社

員、契約社員及び派遣労働

者が取締役に就任した場合

も同様とします。

(ハ)対象者として新株引受権

を付与された取締役が、任

期満了前に当社の子会社ま

たは関連会社に転籍した場

合は、権利を継続するもの

とします。また、対象者と

して新株引受権を付与され

た執行役員及び正社員に関

しては、当社の子会社また

は関連会社に転籍した場

合、もしくは当社の子会社

または関連会社の取締役に

就任した場合においても、

権利を継続するものとしま

す。

同左



 
(注) １ 権利行使された新株予約権の目的となる株式の数17,400株及び権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行

われなくなった新株予約権の目的となる株式の数67,200株が含まれています。 

２ 時価を下回る価額による株式の発行が行われる場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は分割または併合の比率に応じ比例的に調整される

ものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。 

  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

(ニ)対象者として新株引受権

を付与された契約社員及び

派遣労働者に関しては、新

株引受権付与日から新株引

受権行使時までの期間、当

社において394日以上勤務

することを条件とします。

ただし、新株引受権行使時

に当社において社会保険に

加入している場合に限り、

権利を行使できるものとし

ます。

(ホ)対象者として新株引受権

を付与された者が在任また

は在職中死亡した場合は、

相続人がこれを行使するこ

とができるものとします。

(ヘ)新株引受権の譲渡、質入

れその他の処分は、認めな

いものとします。

(ト)その他の細目について

は、平成13年６月26日開催

の第22回定時株主総会及び

平成13年７月６日開催の取

締役会決議に基づき、当社

と対象者との間で締結され

る新株引受権付与契約の定

めるところによります。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金

調整後発行価額＝調整前発行価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数



② 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであり

ます。 

株主総会の特別決議(平成15年６月27日) 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は100株であります。 

２ 権利行使された新株予約権の数（株式の数）3,984個（398,400株）及び権利行使の条件に該当しなくなり、

行使の行われなくなった新株予約権の数（株式の数）1,974個（197,400株）が含まれています。 

３ 権利行使された新株予約権の数（株式の数）4,005個（400,500株）及び権利行使の条件に該当しなくなり、

行使の行われなくなった新株予約権の数（株式の数）1,980個（198,000株）が含まれています。 

４ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価格で新株の発行（新株予約権の行使による新株を発行する場

合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価格は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。 

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) 6,978
(注１)
(注２)

同左
(注１)
(注３)

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 697,800 (注２) 同左 (注３)

新株予約権の行使時の払込金額(円)
11,200

(１株当たり 112)
(注４) 同左 (注４)

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～
平成19年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  112
資本組入額    56

同左

新株予約権の行使の条件 (イ)対象者として新株予約権

を付与された者は、新株予

約権行使時において当社も

しくは当社子会社の取締

役、執行役員または従業員

であることを要します。

(ロ)対象者として新株予約権

を付与された者のうち、取

締役または執行役員であっ

た者に関しては、正当な理

由による退任・定年・退職

の場合に限り、上記(イ)の

地位を失った後も新株予約

権を行使することができる

ものとします。

(ハ)対象者として新株予約権

を付与された者が死亡した

場合は、相続人はこれを行

使することができないもの

とします。

(ニ)新株予約権の譲渡、質入

れその他の一切の処分及び

相続は認められないものと

します。

(ホ)その他の細目については

平成15年７月29日開催の取

締役会決議に基づき、当社

と対象者との間で締結され

る新株予約権付与契約の定

めるところによります。

同左

調整後行使金額＝調整前行使価格×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価格＝調整前行使価格×
新規発行前株価

既発行株式数＋新規発行株式数



株主総会の特別決議(平成17年６月24日) 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は100株であります。 

２ 権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行われなくなった新株予約権の数（株式の数）355個（35,500

株）が含まれています。 

３ 権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行われなくなった新株予約権の数（株式の数）385個（38,500

株）が含まれています。 

４ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価格で新株の発行（新株予約権の行使による新株を発行する場

合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価格は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。 

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) 5,990
(注１)
(注２)

同左
(注１)
(注３)

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 599,000 (注２) 同左 (注３)

新株予約権の行使時の払込金額(円)
40,100

(１株当たり 401)
(注４) 同左 (注４)

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  401
資本組入額   201

同左

新株予約権の行使の条件 (イ)対象者として新株予約権

を付与された者は、新株予

約権行使時において当社も

しくは当社子会社の取締

役、執行役員または従業員

であることを要します。

(ロ)対象者として新株予約権

を付与された者のうち、取

締役または執行役員であっ

た者に関しては、在任中に

特に功労があったとして取

締役会が新株予約権の継続

保有・行使を相当と過半数

の承認をもって認める場合

には、上記(イ)の地位を失

った後も新株予約権を行使

することができるものとし

ます。

(ハ)対象者として新株予約権

を付与された者が死亡した

場合は、相続人はこれを行

使することができないもの

とします。

(ニ)新株予約権の譲渡、質入

れその他の一切の処分及び

相続は認められないものと

します。

(ホ)その他の細目については

平成17年６月24日開催の取

締役会決議に基づき、当社

と対象者との間で締結され

る新株予約権付与契約の定

めるところによります。

同左

調整後行使金額＝調整前行使価格×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価格＝調整前行使価格×
新規発行前株価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注）１ 平成14年６月26日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づき、その他資本剰余金へ自己株式

の取得を目的として振替いたしました。 

２ 平成14年10月１日付にて株式会社フジスタッフを被合併会社とし、株式会社フジスタッフの株式１株に対し

て当社の株式を2,100株の割合で合併いたしました。 

３ 株式分割（１：３）によるものであります。 

４ 新株予約権行使により、新株式を発行したことによるものであります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式は「個人その他」に6,989単元「単元未満株式の状況」に90株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が24単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年７月29日 
(注)１

－ 8,775,060 － 927,497 △200,000 1,123,099

平成14年10月１日 
(注)２

3,150,000 11,925,060 72,502 1,000,000 124,146 1,247,245

平成17年１月20日 
(注)３

23,850,120 35,775,180 － 1,000,000 － 1,247,245

平成17年12月９日 
(注)４

3,600,000 39,375,180 658,274 1,658,274 653,100 1,900,345

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

－ 17 14 37 30 1 4,599 4,698 －

所有株式数 
(単元)

－ 82,220 1,527 65,372 27,603 2 217,024 393,748 380

所有株式数 
の割合(％)

－ 20.9 0.4 16.6 7.0 0.0 55.1 100.0 －



(5) 【大株主の状況】 
平成18年３月31日現在 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,400株（議決権24個）含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年３月31日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社アイライン 栃木県宇都宮市東簗瀬１丁目28－14 5,175 13.1

増 山 律 子 栃木県宇都宮市 4,124 10.5

増 山 瑞比古 栃木県宇都宮市 3,510 8.9

増 山 郁 夫 栃木県宇都宮市 2,457 6.2

株式会社足利銀行 栃木県宇都宮市桜４丁目１－25 1,698 4.3

株式会社栃木銀行 栃木県宇都宮市西２丁目１－18 1,200 3.0

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,171 3.0

江 口   隆 東京都渋谷区 1,094 2.8

エー・アンド・アイシステム株
式会社

東京都中央区日本橋箱崎町１－２ 1,060 2.7

明治安田生命保険相互会社 第
51口

東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 948 2.4

計 － 22,439 57.0

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式      698,900

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式   38,675,900 386,759 －

単元未満株式 普通株式          380 － －

発行済株式総数 39,375,180 － －

総株主の議決権 － 386,759 －

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社フジスタッフ 
 

 
東京都千代田区丸の内 
１－11－１

698,900 － 698,900 1.8

計 － 698,900 － 698,900 1.8



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

① 当社は新株引受権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項及び当社定款第８条の規定に基づき、平成13年６月26日第

22回定時株主総会終結時に在任する取締役のうち同総会において退任した者を除く取締役、同総会に

おいて新たに選任された取締役、同総会終結時の取締役会において選任された執行役員及び従業員

(正社員は平成13年５月16日現在の正社員に限る。契約社員は継続した雇用期間が２年以上の者に限

る。派遣労働者は継続した雇用期間が３年以上の者に限る)に対して付与することを平成13年６月26

日の定時株主総会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

② 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年６月27日の定時

株主総会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

決議年月日 平成13年６月26日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役５名 

執行役員７名 

平成13年５月16日現在の当社従業員(正社員)253名 

継続した雇用期間が２年以上の当社従業員(契約社員)31名 

継続した雇用期間が３年以上の当社従業員(派遣労働者)182名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 482,700

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役６名 

執行役員７名 

平成15年７月29日現在の当社従業員(正社員)472名 

平成15年７月29日現在の当社従業員(契約社員)114名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 697,800

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上



③ 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成17年６月24日の定時

株主総会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役３名 

執行役員６名 

平成17年６月24日現在の当社従業員(正社員) 151名 

平成17年６月24日現在の当社従業員(契約社員) ５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 599,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月28日現在 

 
  

平成18年６月28日現在 

 
  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

平成18年６月28日現在 

 
  

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会での決議状況 
（平成17年12月８日決議）

400,000 170,000

前決議期間における取得自己株式 335,600 135,827

残存決議株式数及び価額の総額 64,400 34,172

未行使割合（％） 16.1 20.1

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会での決議状況 
（平成18年５月15日決議）

500,000 230,000

前決議期間における取得自己株式 466,000 188,730

残存決議株式数及び価額の総額 34,000 41,270

未行使割合（％） 6.8 17.9

区分 処分、消却又は移転株式数（株） 処分価額の総額（千円）

新株発行に関する手続を準用する処分
を行った取得自己株式

415,800 74,313

消却の処分を行った取得自己株式 － －

合併、株式交換、会社分割に係る取得
自己株式の移転

－ －



ホ【自己株式の保有状況】 

平成18年６月28日現在 

 
（注）「保有自己株式数」の欄には、単元未満株式の買取による自己株式が含まれております。なお、当該株式に

は、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取及びストックオプションの行

使に伴う処分による株式数は含まれておりません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を重要な経営課題と位置づけており、従来から業績連動型の配当政策を実施

しております。具体的には、配当性向40％以上を利益還元する目標値を設定し、今後も株主資本コストに

対して充分に考慮していく方針です。 

当期についても順調に利益が確保できたことから、配当については１株当たり10円（普通配当７円、記

念配当３円）といたしました。この結果、当期の配当性向は52.1％となりました。 

内部留保金につきましては、企業体質の強化ならびに中期的な視野での事業拡充のための重点的な施策

など企業価値向上のための投資に活用してまいりたいと考えております。 

  

区分 株式数（株）

保有自己株式数 1,162,890



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注）１ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降は

ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ □印は、株式分割による権利落ち後の最高・最低株価を示しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 1,880 514 737
1,400
□450

525

最低(円) 400 212 260
722
□362

355

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 429 425 429 512 525 478

最低(円) 403 402 396 422 424 446



５ 【役員の状況】 
  

 
(注) １ 代表取締役社長増山律子は代表取締役会長増山瑞比古の妻であります。 

２ 取締役成毛眞は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 監査役長谷川修一及び窪川秀一並びに土光哲夫は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４ 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

５ 当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部の業務執

行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

  執行役員は山本淳子、宮脇壽行、松本秀久、深津雅史、堤ゆう子、阿佐美昌一郎で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役会長 
(代表取締役)

増 山 瑞比古 昭和10年３月28日生

昭和60年２月 富士総合サービス株式会社（旧 

株式会社フジスタッフ）設立、代

表取締役社長
3,510

平成13年６月 当社取締役会長

平成14年６月 当社代表取締役社長

平成16年６月 当社代表取締役会長（現任）

取締役社長 
(代表取締役)

増 山 律 子 昭和17年１月16日生

昭和60年２月 富士総合サービス株式会社（旧 

株式会社フジスタッフ）設立

4,124

昭和62年11月 同社取締役副社長

平成13年６月 旧株式会社フジスタッフ代表取締

役社長

平成14年10月 当社取締役副社長

平成16年６月 当社代表取締役社長（現任）

専務取締役 営業本部長 今 井   明 昭和27年６月15日生

昭和50年４月 株式会社日本興業銀行(現 株式会

社みずほコーポレート銀行）入行

4

平成15年４月 当社入社、金融事業部長

平成16年４月 当社常務執行役員管理本部長兼人

事部長

平成16年６月 当社取締役管理本部長兼人事部長

平成17年６月 当社常務執行役員東京本社営業部

統括部長

平成18年４月 当社常務執行役員営業本部長

平成18年６月 当社専務取締役営業本部長(現任)

取締役 経営企画部長 佐 藤   厚 昭和38年３月11日生

昭和60年４月 株式会社足利銀行入行

84

平成12年８月 富士総合サービス株式会社（旧株

式会社フジスタッフ）入社、営業

本部課長

平成13年１月 同社経営企画室長

平成14年10月 

平成15年４月

当社経営企画部長 

当社執行役員経営企画部長

平成17年６月 当社取締役経営企画部長（現任）

取締役 成 毛   眞 昭和30年９月４日生

平成３年11月 マイクロソフト株式会社代表取締

役社長

－平成12年５月 株式会社インスパイア設立、代表

取締役社長（現任）

平成17年６月 当社取締役（現任）

常勤監査役 長谷川 修 一 昭和10年１月21日生
平成13年５月 エイシーテック株式会社退社

2
平成16年６月 当社常勤監査役（現任）

監査役 窪 川 秀 一 昭和28年２月20日生

昭和55年８月 公認会計士登録

4

昭和61年７月 窪川公認会計士事務所（現 窪川

パートナー会計事務所）開業

平成元年２月 ソフトバンク株式会社監査役（現

任）

平成７年２月 旧株式会社パソナソフトバンク監

査役

平成８年４月 当社監査役（現任）

監査役 土 光 哲 夫 昭和９年３月21日生

平成６年６月 東芝タンガロイ株式会社常務取締

役退任 16
平成14年６月 当社監査役（現任）

計 7,748



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

①基本方針 

当社は、人の「心」を軸に、「人にしてもらいたいと思うことを、人にもしなさい」という企業理念

のもと、ステークホルダー（利害関係者）の権益を守ることを経営の最重要課題と位置付け、さらなる

企業価値向上に向け、コーポレート・ガバナンス強化に積極的に取組んでおります。 

社内体制として、内部統制システムの構築を図るとともに、「経営の重要事項の決定機能及び監督機

能」と「業務執行機能」を分離した経営管理体制の下、経営の透明性を確保し、コンプライアンスを重

視した経営を推進します。また、この経営管理体制に基づき適切かつ迅速な情報開示を実施します。 

②当社の経営体制 

当社の経営体制につきましては、以下のとおり、取締役と執行役員の役割・責任をより明確にした体

制を敷き、全社的視野に立った経営意思決定機能を担う取締役と、各部門の業務執行機能を担う執行役

員を分離させ、取締役が執行役員の業務執行をチェック・牽制し、また監査役が取締役会の職務執行を

チェック・牽制することにより、より緊張関係を保った経営体制構築を図っております。 

・取締役は、全社的視野に立った経営意思決定を行うポジションとして、経営方針ならびに重要事項

の決定、そして業務執行の監督を行い、経営全般にわたる責任を担います。 

・監査役は、従来どおり経営監視機能を担い、取締役会をはじめ重要会議に積極的に参画し、意思決

定プロセスのチェックと経営全般にわたる職務執行に関する監査を行うものとします。 

・執行役員は、取締役会の決定に従い、代表取締役および取締役の指示のもと、各事業部門の執行責

任者として、業務執行に専念し執行責任を担うものとします。 

・昨年度より、社外取締役を選任し、取締役の職務執行について監督機能を強化し、経営監視機能の

客観性、透明性を高める体制を敷いております。 

③ステークホルダーに対する取組み 

ａ．株主・投資家の皆様へ 

 企業価値の拡大に向け、コーポレートガバナンスを有効に機能させることが重要であると認識してお

ります。株主・投資家の皆様に対する会社情報の提供につきましては、公平性・透明性・継続性を基本

に、適時適正かつ積極的に取組みます。 

 また、株主の皆様への利益還元は、重要な経営課題と位置付け、業績を十分勘案しながら、株主資本

コストを考慮し、利益配分を実施していく方針です。今後も業績連動型の配当政策に努め、配当性向

40％以上を目安としてまいります。 

ｂ．企業・スタッフの皆様へ 

 営業担当者とコーディネーターが一体となり、「きめ細やかなスタッフサポート体制」により、スタ

ッフが安心して働ける就業環境を提供します。また、各種スクール・研修セミナー等によるスキルアッ

プの機会拡充や、働く女性を応援する「ｆｆプロジェクト」による就業促進のためのインフラ整備等を

通じて、スタッフが意欲的に仕事に取組むための支援体制を提供します。 

 企業様には、高い専門性と豊かな人間性を兼ね備え、「仕事力・人間力」をもつスタッフに対する就

業の場をご提供いただくことにより、結果として企業様の発展の一助になるものと考えております。 

④ＣＳＲへの取組み 

 大切な「人」を見つめ育てることができる世の中、さまざまな「働くこころ」が響き合う世の中を目

指すことが、活き活きと調和のとれた社会の実現につながるものと考えております。 

 このスローガンに基づき、チャレンジド（しょうがい者）支援事業やアフガニスタン支援活動（義足

募金活動や難民救援活動）などの社会貢献活動に全社をあげて取組んでおります。社員一人ひとりが企



業理念を自覚・実践し、社会組織の一員として、「活き活きとして調和のとれた社会の実現」を目指し

ます。 

  

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の内容 

ａ．取締役と執行役員の役割の明確化 

 当社は、的確な経営判断と機動的な業務執行を実現するために執行役員制度を導入しております。ま

た、昨年度より「全社的視野に立った経営意思決定」を行う取締役と、「事業部門の業務執行」を行う

執行役員の責任権限を明確にするため、戦略意思決定機能と業務執行機能を分離させております。これ

によりボード（取締役）とマネジメント（執行役員）の緊張関係を維持したガバナンス体制強化に努め

ております。 

ｂ．社外取締役の選任 

 経営チェック機能の客観性をさらに高めるため、社外取締役を選任しております。 

ｃ．監査役制度の採用 

 監査役制度を採用し、現在３名体制で全員が社外監査役であります。それぞれの監査役につきまして

は独立した責務を遂行できる環境にあります。 

ｄ．取締役会及び監査役会等の重要な会議 

 取締役会 



 「取締役会」は、全社的視野に立った経営意思決定および業務執行の監督機能を本務に、月に１回以

上開催しており、重要な議題を諮る場合は臨時取締役会を随時開催しております。 

 監査役会 

 「監査役会」は、取締役会開催前に開催し（月１回以上）、取締役会議題について検証すると同時に

監査役間の意見交換を行っております。 

 営業戦略会議（執行役員会） 

 各業務執行責任者である執行役員で構成する「営業戦略会議」（執行役員会）を、取締役会開催の前

に必ず開催し（月１回以上開催）、この会議では重要執行方針を協議する機関として、経営情報・営業

戦略上の重要施策等についての情報の共有化を図りながら詳細に協議検討を行っております。 

 コンプライアンス委員会 

 コンプライアンス体制、情報管理ならびにリスク管理体制については、対応協議機関として関係部門

責任者から構成される「コンプライアンス委員会」を月１回開催し、全社を挙げた組織体制で取組んで

おります。 

 間接部門連絡会議 

 間接部門においては、「リスク管理能力」を充分に有した人材を管理職レベルに登用し、牽制機能の

充実とリスクマネジメントを実現できる陣容を敷いております。各部責任者を中心に「間接部門連絡会

議」を月1回以上開催し、会社の現況に関する分析・管理を行い、情報の共有化を図るとともに、営業

部門の総合管理サポート体制を敷いております。 

 予算委員会 

 企業の永続的事業運営（ゴーイング・コンサーン）の観点から、各期における経営ビジョン・事業方

針を達成するべく計数目標（ベンチマーク）である予算計画を審議する機関として「予算委員会」を毎

期開催しております。これにより目標達成に向けた確約の意識付けを全社的に浸透させて、各部門の実

行責任を明確にしております。 

 システム投資委員会 

 システム投資については、総合人材サービス業を営む当社においても効率かつ多様なサービスを提供

する上での重要な戦略投資と位置付けております。従いまして、システム開発等に関わる投資について

は、半期毎に「システム投資委員会」を開催し、投資案件の選別および投資対効果の検証を行い、重点

施策への適正投資配分を充分協議の上で行っております。 

 人事委員会 

 社員に対する処遇や各種制度の設計・検証を総合的に検討するための「人事委員会」を半期毎に開催

し、公正かつメリハリのある人事制度により、社員モラルならびにモチベーションの向上にむけた取組

みを行っております。 

 安全衛生委員会 

 スタッフ・社員の安全確保と健康の維持促進及び安全衛生管理規定の円滑な運用を図るため、本部に

中央安全衛生委員会、各支店に事業所安全衛生委員会を設置し、月１回定例会議を開催します。 



  

②内部統制システム構築に関する基本方針 

ａ．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 （会社法施行規則362条４項６号及び会社法施行規則100条１項４号） 

ⅰ）全社に法令及び定款遵守の取組みを浸透させるべく、新たに社長直轄の「コンプライアンス室」を

設置するとともに、コンプライアンス体制の構築、運用を統括する組織体として「コンプライアンス委

員会」を組成し、コンプライアンス室がその事務局にあたります。コンプライアンス委員会は、全社レ

ベルでのコンプライアンスプログラムの企画、運営、維持、管理および教育体制の整備に努めるととも

に、コンプライアンス上の問題や体制運営上の進捗など、情報および協議結果を取締役会、ならびに監

査役会に適宜報告します。 

ⅱ）コンプライアンス体制に関する規定（コンプラインスマニュアル）を制定するとともに、取締役及

び従業員を含めた行動規範として、法令、定款等遵法の精神に基づく「企業行動規範」及び「行動基

準」を定めます。 

ⅲ）社外取締役を選任し、取締役の職務執行について監督機能を強化し、経営監視機能の客観性、透明

性を高める体制を敷きます。 

ⅳ）業務執行部門から独立した「内部監査室」がコンプライアンス状況を監査し、各部門への牽制チェ

ックにより業務が適正かつ効率的に運営されているかを幅広く検証する体制を敷きます。 

ⅴ）取締役及び従業員は、当社の事業活動に法令違反の疑義のある行為、もしくは当社に著しく損害を

及ぼす事実等を発見した場合、速やかに監査役を窓口として監査役会に報告します。 

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 （会社法施行規則100条１項１号） 

ⅰ）取締役の職務執行状況を確認するための情報については、情報文書管理規程に基づき、その保存媒

体に応じて安全かつ検索性の高い状態で保存管理する体制を敷きます。 

ⅱ）取締役または監査役から閲覧要請があった場合には、総務部門による集中管理により、必要に応じ

てスムーズに閲覧できる体制を敷きます。 



ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 （会社法施行規則100条１項２号） 

ⅰ）リスクマネジメントを推進するため、コンプライアンス委員会がリスク管理の業務にあたります。

ⅱ）コンプライアンス委員会は、リスク管理の基本方針の決定、リスク管理規程の制定、リスク検証評

価の実施、未然防止策への恒常的な取組み、社内周知徹底活動、及び発生時における迅速、適切な対応

のための協議を行い、全社レベルでのリスク管理体制を敷きます。 

ⅲ）不測の事態が発生した場合の手続きを含む危機管理体制を整備し、迅速かつ適正な対応を行い、損

害の拡大を防止し、被害を最小限に止めます。 

ⅳ）コンプライアンス委員会は、リスク管理の状況等につき、取締役会、ならびに監査役会に適宜報告

します。 

ｄ．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 （会社法施行規則100条１項３号） 

ⅰ）取締役の職務執行に関する効率的体制の基礎として取締役会を原則月１回開催し、必要に応じて適

宜開催するものとします。経営に関する重要事項については、取締役会で審議し合議的手段により意思

決定を諮る体制を敷きます。 

ⅱ）業務分掌規程、職務権限規程、稟議規程により、取締役の担当する業務執行、チェック機能を明確

にすることで、適正かつ効率的に意思決定を行える体制を敷きます。 

ⅲ）業務執行機能を分離させた執行役員制度により、取締役会の意思決定の迅速化及び業務執行監督機

能の強化を行い、経営の効率化を図ります。 

ｅ．当社及び連結子会社から成る当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

 （会社法施行規則100条１項５号） 

ⅰ）当社の取締役及び従業員は、グループ会社において、法令違反、その他コンプライアンスに関する

問題を発見した場合には、当社の監査役を窓口として監査役会に報告する体制をとります。 

ⅱ）グループ会社における業務の適正を確保するため、当社の行動基準に準じたコンプライアンスプロ

グラム体制を整備し、取締役及び従業員に対する教育を周知徹底します。 

ⅲ）グループ会社の経営管理について関連会社管理規程を整備し、当社への報告制度による子会社経営

の管理を行うこととし、必要に応じてモニタリングを実施します。また、子会社との各種連絡会、協議

会を設置し、随時連携と情報共有を図りながら、グループ会社内での内部統制機能の強化及び経営の効

率化を図ります。 

ⅳ）子会社が、当社からの経営管理、経営指導について、法令違反、またはコンプライアンス上に問題

があると認めた場合には、当社の監査役を窓口として監査役会に報告します。 

ⅴ）子会社の監査役と情報交換の場を定期的に設けます。 

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、補助使用人という）を置くことを求めた場合におけ

  る補助使用人に関する事項ならびに補助使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 （会社法施行規則100条３項１号及び会社法施行規則100条３項２号） 

ⅰ）監査役は、必要に応じて自らの職務を補助させるために内部監査室の従業員に業務を命じ、内部監

査室は当該業務を行う旨、職務分掌にて明確化します。 

ⅱ）監査役から職務を補助することの要請を受けた内部監査室の従業員（補助使用人）は、その要請に

応じて行う監査につき、監査部門の独立性を確保するため取締役の指揮・命令を受けないものとしま

す。また、内部監査室の従業員（補助使用人）の任命、解任、異動、人事評価等について、取締役から

の独立性を確保するため、監査役は取締役と充分に意見交換を行います。 

ｇ．取締役、使用人が監査役に報告をするための体制及びその他の監査役への報告に関する体制ならび



  にその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 （会社法施行規則100条３項３号及び会社法施行規則100条３項４号） 

ⅰ）監査役は必要に応じていつでも、取締役及び従業員に対して事業の報告を求め、重要と思われる会

議に出席し、また、書類の提示を求めることができるものとします。 

ⅱ）監査役は、監査の実効性を確保するために必要な相互の意思疎通を図る目的で、定期的に取締役、

会計監査人、内部監査室と意見及び情報交換の機会を確保します。 

ⅲ）監査役は内部監査室に対して、内部監査の計画及び結果の報告を定期的、あるいは必要に応じて提

出させ、また内部監査室に調査を求め監査体制の効率化を図ります。 
  

③内部監査及び監査役監査の状況 

 監査体制の強化を図り、取締役の業務執行に対して厳正に対応しております。監査役は、取締役会以

外の重要会議にも積極的に出席し、また、重要文書を閲覧することにより、意思決定プロセスのチェッ

クと取締役の職務執行の監査を強化しております。 

 内部監査体制についても営業部門、管理部門とは独立した「内部監査室」を設置し、専任の担当者１

名が各部門への牽制チェックと現場への啓蒙型指導によって業務が適正かつ効率的に運営されているか

を幅広く検証しております。 

 また、重要な課題については随時顧問弁護士のリーガルチェックを受けることにより、リスク管理・

法令遵守体制を強化しております。 
  

④会計監査の状況 

 会計監査については、中央青山監査法人の公認会計士による監査を適正に受けており、また監査役及

び内部監査室とも連携し、情報の共有を行い、監査の実効性を確保しております。 

・業務を執行した公認会計士の氏名等、継続関与年数及び所属する監査法人 

 
・監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士９名 会計士補10名 その他４名 

・監査報酬等の内容 

   

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役及び社外監査役と当社の人的関係、資本的関係または取引関係等はありません。 

公認会計士の氏名等 継続関与年数 所属する監査法人

指定社員     市村  清 10年
中央青山監査法人

業務執行社員     日高 真理子 ６年

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく監査報酬 22,500千円

上記以外の業務に基づく報酬 －千円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、第26期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び第26期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成

17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び第27期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,087,841 2,470,119

 ２ 受取手形及び売掛金 5,006,780 5,465,478

 ３ たな卸資産 35,326 37,971

 ４ 繰延税金資産 289,448 261,206

 ５ その他 230,022 224,237

   貸倒引当金 △21,697 △19,713

  流動資産合計 7,627,721 63.8 8,439,300 65.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 1,712,459 1,749,486

    減価償却累計額 △666,702 1,045,757 △728,133 1,021,352

  (2) 土地 1,526,547 1,502,100

  (3) 建設仮勘定 21,215 4,871

  (4) その他 373,801 418,753

    減価償却累計額 △211,458 162,343 △260,973 157,780

   有形固定資産合計 2,755,863 23.1 2,686,105 20.7

 ２ 無形固定資産 265,222 2.2 281,229 2.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 501,393 491,474

  (2) 関係会社株式 ※３ － 200,000

  (3) 敷金及び保証金 547,114 580,729

  (4) 繰延税金資産 122,606 145,308

  (5) その他 158,129 186,003

    貸倒引当金 △31,474 △65,913

   投資その他の資産 
   合計

1,297,770 10.9 1,537,603 11.9

  固定資産合計 4,318,855 36.2 4,504,939 34.8

  資産合計 11,946,577 100.0 12,944,239 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 77,080 77,776

 ２ 短期借入金 539,500 315,000

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金

1,102,118 679,428

 ４ 未払費用 3,278,217 3,547,326

 ５ 未払法人税等 415,814 546,763

 ６ 未払消費税等 468,038 499,144

 ７ 賞与引当金 310,070 264,844

 ８ その他 198,492 394,943

  流動負債合計 6,389,331 53.5 6,325,227 48.9

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 200,000 200,000

 ２ 長期借入金 1,046,894 511,734

 ３ 退職給付引当金 88,937 134,280

 ４ 役員退職慰労引当金 20,646 23,041

 ５ その他 202,385 115,867

  固定負債合計 1,558,863 13.0 984,923 7.6

  負債合計 7,948,194 66.5 7,310,151 56.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 1,000,000 8.4 1,658,274 12.8

Ⅱ 資本剰余金 1,447,245 12.1 2,078,274 16.1

Ⅲ 利益剰余金 1,591,655 13.3 2,059,463 15.9

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

71,936 0.6 12,044 0.1

Ⅴ 自己株式 ※２ △112,454 △0.9 △173,968 △1.4

  資本合計 3,998,382 33.5 5,634,088 43.5

  負債及び資本合計 11,946,577 100.0 12,944,239 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 39,318,494 100.0 43,496,328 100.0

Ⅱ 売上原価 31,527,599 80.2 34,999,070 80.5

   売上総利益 7,790,895 19.8 8,497,258 19.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 6,718,988 17.1 7,196,419 16.5

   営業利益 1,071,906 2.7 1,300,838 3.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 162 2

 ２ 受取家賃 57,198 47,009

 ３ 受取配当金 － 6,947

  ４ 受取助成金 － 7,082

 ５ その他 8,517 65,878 0.2 5,342 66,384 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 54,047 33,629

 ２ 持分法による投資損失 1,594 －

 ３ その他 10,162 65,805 0.2 9,059 42,688 0.1

   経常利益 1,071,980 2.7 1,324,534 3.0

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 69,874 209,469

 ２ 退職給付制度の終了 
   に伴う利益

5,474 －

 ３ 役員退職慰労引当金 
   戻入益

－ 75,349 0.2 1,691 211,160 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※２ 15,746 －

 ２ 固定資産除却損 ※３ 17,244 17,429

 ３ 投資有価証券売却損 1,009 －

 ４ 投資有価証券評価損 700 10,429

 ５ 減損損失 ※４ － 35,311

 ６ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却

15,380 50,082 0.1 － 63,170 0.1

   税金等調整前 
   当期純利益

1,097,247 2.8 1,472,523 3.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

384,080 560,076

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税

－ 153,017

   法人税等調整額 70,757 454,838 1.2 46,650 759,743 1.8

   当期純利益 642,409 1.6 712,780 1.6



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

 (資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,447,245 1,447,245

Ⅱ 資本剰余金増加高

   増資に伴う 
   新株式の発行

－ － 653,100 653,100

Ⅲ 資本剰余金減少高

   自己株式処分差損 － － 22,071 22,071

Ⅳ 資本剰余金期末残高 1,447,245 2,078,274

 (利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,095,065 1,591,655

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 642,409 642,409 712,780 712,780

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 145,818 145,818 244,971 244,971

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,591,655 2,059,463



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 1,097,247 1,472,523

 ２ 減価償却費 225,791 235,124

 ３ 減損損失 － 35,311

 ４ 連結調整勘定償却額 51,910 －

 ５ 貸倒引当金の増加額 352 32,453

 ６ 賞与引当金の増減額 4,711 △45,225

 ７ 退職給付引当金の増減額 △128,084 45,343

 ８ 役員退職慰労引当金の増減額 △7,818 2,395

 ９ 受取利息及び受取配当金 △1,217 △6,950

 10 支払利息 54,047 33,629

 11 有形固定資産売却損 15,746 －

 12 有形固定資産除却損 17,086 14,500

 13 無形固定資産除却損 158 2,929

 14 投資有価証券売却益 △69,874 △209,469

 15 投資有価証券売却損 1,009 －

 16 投資有価証券評価損 700 10,429

 17 持分法による投資損益 1,594 －

 18 売上債権の増加額 △496,709 △490,829

 19 たな卸資産の増加額 △27,968 △2,644

 20 仕入債務及び未払費用の増加額 410,351 270,368

 21 未払消費税等の増加額 51,643 31,106

 22 預り金の増加額 2,314 20,253

 23 その他 121,081 158,059

    小計 1,324,077 1,609,308

 24 利息及び配当金の受取額 1,229 6,950

 25 利息の支払額 △52,343 △32,923

 26 法人税等の支払額 △34,100 △574,916

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,238,863 1,008,419



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の解約による収入 400,000 －

 ２ 有形固定資産の売却による収入 23,190 －

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △142,938 △110,436

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △45,204 △117,975

 ５ 投資有価証券の売却等による
   収入

94,586 151,555

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △231,041 △113,945

 ７ 関係会社株式の取得による支出 － △200,000

 ８ 敷金・保証金の返還による収入 97,289 46,055

 ９ 敷金・保証金の払込による支出 △95,717 △79,670

 10 その他 △2,188 △2,753

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

97,975 △427,171

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額 △297,100 △224,500

 ２ 長期借入れによる収入 800,000 200,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,598,064 △1,157,850

 ４ 株式の発行による収入 － 1,311,374

 ５ 自己株式の売却による収入 － 52,242

 ６ 自己株式取得による支出 △180 △135,827

 ７ 親会社による配当金の支払額 △145,905 △244,409

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,241,250 △198,970

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△0 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 95,588 382,278

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,992,252 2,087,841

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 2,087,841 2,470,119



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ２社

  連結子会社名

   株式会社コンピュータパック

   株式会社エム・アール・アイ・

ジャパン

(1) 連結子会社の数 ２社

  連結子会社名

   株式会社コンピュータパック

   株式会社エム・アール・アイ・

ジャパン

(2) 主要な非連結子会社

──────

(2) 主要な非連結子会社 

      ──────

２ 持分法の適用に関する事

項

従来、持分法適用関連会社であったイ

ンプローブ・ネットワークス株式会社

は、当社子会社の保有株式売却に伴

い、当連結会計年度末に持分法の適用

範囲から除外しております。そのた

め、当連結会計年度末において持分法

適用の関連会社はありません。

──────

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一

致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

     期末日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算出）

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

同左

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

 ② たな卸資産

  ａ 商品  先入先出法による原

価法

  ｂ 貯蔵品 最終仕入原価法によ

る原価法

 ② たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

   定率法。ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、定

額法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

    建物及び構築物 ３年～50年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

   定額法。ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間(５年

以内)に基づく定額法を採用し

ております。

 ② 無形固定資産

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 重要な繰延資産の処理方法

  社債発行費

   ３年間に亘り均等償却

(3)    ──────

(4) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

 ② 賞与引当金

同左

 ③ 退職給付引当金

   退職一時金制度

   従業員への退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を

計上しております。また、数理

計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理することといたします。な

お、連結子会社１社の会計基準

変更時差異（76,903千円）につ

いては、５年間で均等償却して

おります。

   なお、連結財務諸表提出会社

は、平成16年４月１日をもって

適格退職年金制度を終了し、同

日より退職一時金制度を導入い

たしました。適格退職年金制度

の終了に伴い5,474千円の特別

利益を計上しております。

   また、連結子会社１社は、平成

17年３月31日をもって退職一時

金制度を廃止いたしました。

 ③ 退職給付引当金

   退職一時金制度

   連結財務諸表提出会社において

は、従業員への退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。また、

数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ④ 役員退職慰労引当金

   連結子会社１社は、役員の退職

慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上

しております。

 ④ 役員退職慰労引当金

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   特例処理の要件を充たしている

金利スワップについて特例処理

を採用しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段 金利スワップ

   ヘッジ対象 借入金

 ③ ヘッジ方針

   金利リスクの低減のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行って

おります。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

   金利スワップの特例処理の要件

を充たしているので、決算日に

おける有効性の評価を省略して

おります。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 ① 消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 ① 消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定は、５年間で均等償却す

ることとしております。

──────

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて計上しており

ます。

同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

   

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――――― 固定資産の減損に係る会計基準

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。

これにより、税金等調整前当期純利益が35,311千円減

少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(連結貸借対照表)

・「未払金」は、当連結会計年度において、金額的重要

性が乏しくなったため、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

 なお、当連結会計年度の流動負債の「その他」に含ま

れている「未払金」は75,338千円であります。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

・財務活動によるキャッシュ・フローの「短期借入によ

る収入」及び「短期借入金の返済による支出」は、期

中における借入方針の変更に伴い、短期借入金の借入

期間が短縮し、かつ回転が速くなったため、当連結会

計年度より短期借入金に係るキャッシュ・フローを

「短期借入金の増減額」として純額表示することとし

ました。

(連結損益計算書）

・「受取配当金」及び「受取助成金」は、前連結会計年

度まで営業外収益の「その他」に含めて表示していま

したが、それぞれ営業外収益の総額の100分の10を超

えたため区分掲記しました。なお、前連結会計年度に

おける「受取配当金」及び「受取助成金」は、それぞ

れ1,054千円及び502千円であります。

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

※１ 当社の発行済株式総数は普通株式35,775千株であ

ります。

※１ 当社の発行済株式総数は普通株式39,375千株であ

ります。

※２ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

普通株式 779,190株

※２ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

普通株式 698,990株

※３      ―――――――――― ※３ 関係会社株式は、株式会社アイネクスト（平成18

年４月３日設立）に対する新株式払込金でありま

す。



(連結損益計算書関係) 

   

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給与及び賞与等 3,135,141千円

賞与引当金繰入額 245,946

賃借料 685,291

減価償却費 225,791

退職給付費用 53,033

貸倒引当金繰入額 3,152

募集費 548,473

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給与及び賞与等 3,531,908千円

賞与引当金繰入額 203,372

賃借料 723,885

減価償却費 235,124

退職給付費用 62,130

貸倒引当金繰入額 32,453

募集費 564,657

※２ 固定資産売却損

建物及び構築物 15,746千円

※２      ――――――――――

※３ 固定資産除却損

建物及び構築物 10,034千円

車輌運搬具 107

工具器具及び備品 6,944

ソフトウェア 158
 

※３ 固定資産除却損

建物及び構築物 13,201千円

工具器具及び備品 1,299

ソフトウェア 2,929

※４      ――――――――――

 

※４ 減損損失
当社グループは、以下の遊休資産について減損損失を計

上いたしました。

種類 場所 減損損失（千円）

土地 千葉県館山市 24,446

電話加入権 － 10,864

計 35,311

（経緯） 

上記のうち土地につきましては、保養所建設予定地とし

て取得しましたが、建設計画が頓挫したため現在は遊休

資産としております。今後の利用計画もなく、時価も著

しく下落しているため、減損損失を認識いたしました。 

電話加入権につきましては、時価が著しく下落している

ため、休止中のものにつき減損損失を認識いたしまし

た。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、取引

事例価額等を基礎として評価しております。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,087,841千円

有価証券勘定 －

計 2,087,841

預入期間３ヶ月超の定期預金 －

現金及び現金同等物 2,087,841

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,470,119千円

有価証券勘定 －

計 2,470,119

預入期間３ヶ月超の定期預金 －

現金及び現金同等物 2,470,119



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

 るもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

 るもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

有形固定資産 
その他 
(工具器具 
及び備品)

無形固定資産 
その他 
(ソフト 
ウェア)

合計

取得価額 
相当額

26,233千円 59,525千円 85,758千円

減価償却累 
計額相当額

12,548 51,468 64,017

期末残高 
相当額

13,684 8,056 21,740

有形固定資産
その他 
(工具器具 
及び備品)

合計

取得価額
相当額

19,850千円 19,850千円

減価償却累
計額相当額

12,263 12,263

期末残高
相当額

7,586 7,586

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 14,563千円

１年超 7,724

合計 22,288

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,658千円

１年超 2,066

合計 7,724

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 21,623千円

減価償却費相当額 20,562

支払利息相当額 577

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 14,761千円

減価償却費相当額 14,142

支払利息相当額 210

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1,008千円

１年超 1,344

合計 2,352

２．オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1,008千円

１年超 336

合計 1,344



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券(上記１を除く) 

  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

① 株式 254,974 382,845 127,871

② 債券 － － －

③ その他 － － －

合計 254,974 382,845 127,871

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

① 株式 504 469 △35

② 債券 － － －

③ その他 － － －

合計 504 469 △35

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

94,586 69,874 1,009

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 関係会社株式 －

(2) その他有価証券

非上場株式 118,079

合計 118,079



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投

資有価証券評価損10,429千円を計上しております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券(上記１を除く) 

  

 
（注）関係会社株式は、株式会社アイネクスト（平成18年４月３日設立）に対する新株式払込金であります。 

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

① 株式 86,007 130,112 44,104

② 債券 － － －

③ その他 － － －

合計 86,007 130,112 44,104

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

① 株式 262,880 245,580 △17,300

② 債券 － － －

③ その他 － － －

合計 262,880 245,580 △17,300

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

221,808 209,469 －

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 関係会社株式 200,000

(2) その他有価証券

非上場株式 115,782

合計 315,782



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容

   利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ

取引であります。

 (2) 取引に対する取組方針

   デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

 (3) 取引の利用目的

   デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

  ① ヘッジ会計の方法

    特例処理の要件を充たしている金利スワップに

ついて特例処理を採用しております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段 金利スワップ

    ヘッジ対象 借入金

  ③ ヘッジ方針

    金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内で

ヘッジを行っております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    金利スワップの特例処理の要件を充たしている

ので、決算日における有効性の評価を省略して

おります。

 (4) 取引に係るリスクの内容

   金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

はほとんどないと認識しております。

 (5) 取引に係るリスク管理体制

   デリバティブ取引の執行・管理については、取引

権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

い、財務経理部が決裁担当者の承認を得て行って

おります。

１ 取引の状況に関する事項

同左

２ 取引の時価等に関する事項

当社グループが利用しているデリバティブ取引は全

てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略し

ております。

２ 取引の時価等に関する事項

同左



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

  当社は平成16年４月１日をもって適格退職年金制度

を終了し、同日より退職一時金制度を導入いたしま

した。適格退職年金制度の終了に伴い5,474千円の

特別利益を計上しております。

  また、連結子会社のうち㈱コンピュータパックにつ

いては、平成17年３月31日をもって退職一時金制度

を廃止し、従業員への確定債務を計上しておりま

す。

(1) 採用している退職給付制度の概要

  当社は退職一時金制度を採用しております。

 

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △98,786千円

未積立退職給付債務 △98,786

未認識数理計算上の差異 9,849

退職給付引当金 △88,937

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △133,515千円

未積立退職給付債務 △133,515

未認識数理計算上の差異 △765

退職給付引当金 △134,280

 

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 68,675千円

利息費用 702

会計基準変更時差異の費用処理額 15,380

退職給付費用 84,758

退職給付制度の終了に伴う利益 △5,474

  計 79,284

 

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 58,679千円

利息費用 1,481

数理計算上の差異の費用処理額 1,969

退職給付費用 62,130

 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.5％

数理計算上の差異の処理年数 ５年

会計基準変更時差異の処理年数 ５年
 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.5％

数理計算上の差異の処理年数 ５年



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 126,167千円

未払費用 28,431

未払事業税 40,529

未払事業所税 19,414

土地評価損 153,599

貸倒引当金損金算入限度超過額 19,172

退職給付引当金 104,218

投資有価証券評価損 196,747

繰越欠損金 172,396

その他 7,624

評価性引当額 △398,396

繰延税金資産合計 469,904

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 107,765千円

未払費用 20,841

未払事業税 33,397

未払事業所税 21,015

土地評価損 163,547

貸倒引当金損金算入限度超過額 14,181

退職給付引当金 115,273

投資有価証券評価損 187,431

繰越欠損金 68,537

その他 32,135

評価性引当額 △346,274

繰延税金資産合計 417,851

 

繰延税金負債

特別償却準備金 5,832

投資有価証券評価差額金 52,016

繰延税金負債合計 57,849

繰延税金資産の純額 412,055

繰延税金負債

特別償却準備金 3,064

投資有価証券評価差額金 8,271

繰延税金負債合計 11,336

繰延税金資産の純額 406,515

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため、注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

過年度法人税、住民税及び事業税 10.9

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.4

評価性引当額の増減 △1.3

住民税均等割等 2.8

法人税額の特別控除額 △1.1

その他 △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
51.6



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成

17年４月１日 至 平成18年３月31日)において総売上高、営業利益及び総資産の合計額に占める

「人材派遣・請負業務・人材紹介等人材関連事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成

17年４月１日 至 平成18年３月31日)において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び

在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成

17年４月１日 至 平成18年３月31日)において海外売上高がないため該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社派遣及び業務委託の料金については、市場価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般

取引先の条件と同様に決定しております。また、受取家賃及び支払家賃については、近隣の取引実勢に基づい

て決定しております。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有してお

ります。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、業務委託の料金については、市場

価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般取引先の条件と同様に決定しております。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を間接所有してお

ります。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

株式会社サンロクマル・クリエイツは、平成17年３月９日をもって、株式会社エフ・ティー・シーより社名を変更し

ております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、物品の印刷等の料金については、

見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であります。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有してお

ります。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱アイライ
ン

栃木県 
宇都宮市

250
業務請負
業

(被所有)
直接 14.5％

該当なし

人材派遣
紹介等の
営業サー
ビスの提
供、業務
委託及び
事務所の
賃貸借

請負売上 6,737 売掛金 365

受取家賃 31,351
預り金 1,428

預り保証金 21,661

支払家賃 24,806

敷金 18,018

未収入金 35

前払費用 2,154

外注費 15,128
未払費用 2,032

賃借料等 58

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱アイライ
ンテクノロ
ジー

栃木県 
宇都宮市

10
特定派遣
事業

該当なし 該当なし
契約に基
づく建物
賃借

受取家賃 902 － －

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱サンロ 
クマル・ 
クリエイ 
ツ

栃木県 
宇都宮市

10
広告企画 
デザイン

該当なし 該当なし
印刷業務
委託

受取家賃 3,917 － －

物品の印刷
等

106,220

未払金 6,522

未払費用 8,003



 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃及び支払家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、施設管理料等の料金

については、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であります。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の15.0％を直接所有、

85.0％を間接所有しております。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、賃借料及び運賃等の料金について

は、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であります。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の90.0％を間接所有して

おります。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、業務委託の料金については、市場

価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般取引先の条件と同様に決定しております。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を間接所有してお

ります。 

  

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱フジネク
スト

栃木県 
宇都宮市

25

不動産賃
貸・管理
業及び保
険代理業

該当なし 該当なし

不動産の
賃貸借及
び管理委
託

受取家賃 686 預り保証金 －

支払家賃 6,789 敷金 5,446

施設管理 

料等
23,622

未払金 7

未払費用 12

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

都運送㈱
栃木県 
宇都宮市

30 運送業 該当なし 役員２名

個別契約
に基づく
運送業務
及び不動
産賃借

受取家賃 384 － －

賃借料 3,507 前払費用 －

運賃等 5,677 未払費用 －

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

フジキャリ
アコンサル
ティング㈱

栃木県 
宇都宮市

20
再就職支
援事業

該当なし 該当なし

再就職支
援事業等
の業務委
託及び事
務所の賃
貸

受取家賃 4,239 預り保証金 3,815

外注費等 174 未払費用 753



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社派遣及び業務委託の料金については、市場価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般

取引先の条件と同様に決定しております。また、受取家賃及び支払家賃については、近隣の取引実勢に基づい

て決定しております。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の84.1％を直接所有、

12.9％を間接保有しております。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 広告宣伝費の料金については、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様でありま

す。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の30％を直接保有、70％

を間接所有しております。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 物品の印刷等の料金については、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であり

ます。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有してお

ります。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱アイライ
ン

栃木県 
宇都宮市

250
業務請負
業

(被所有)
直接 13.4％

該当なし

人材派遣
紹介等の
営業サー
ビスの提
供、業務
委託及び
事務所の
賃貸借

請負売上 5,587 売掛金 730

受取家賃 30,594 預り保証金 21,661

支払家賃 11,727 立替金 400

外注費 8,097
未払費用 447

賃借料等 2,925

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱カラーズ
栃木県 
宇都宮市

10 広告企画 該当なし 該当なし
広告企画
業務委託

広告宣伝費 6,557 未払費用 735

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱サンロ 
クマル・ 
クリエイ 
ツ

栃木県 
宇都宮市

10
広告企画 
デザイン

該当なし 該当なし
印刷業務
委託

物品の印
刷等

96,845

未払金 10,407

未払費用 7,750



 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃及び支払家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、施設管理料等の料金

については、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であります。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有してお

ります。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、賃借料及び運賃等の料金について

は、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であります。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有してお

ります。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

株式会社アイラインキャリアアシストは、平成17年８月１日をもって、フジキャリアコンサルティング株式会社より

社名を変更しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、業務委託の料金については、市場

価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般取引先の条件と同様に決定しております。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の97.0％を間接所有して

おります。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 報酬の料金については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の97.0％を間接所有して

おります。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱フジネク
スト

栃木県 
宇都宮市

25

不動産賃
貸・管理
業及び保
険代理業

該当なし 該当なし

不動産の
賃貸借及
び管理委
託

支払家賃 7,294 敷金 8,220

施設管理
料等

19,378 未払費用 62

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

都運送㈱
栃木県 
宇都宮市

30 運送業 該当なし 役員２名

個別契約
に基づく
運送業務
及び不動
産賃借

受取家賃 192 － －

賃借料 3,687   － －

運賃等 4,610 未払費用 705

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱アイライ
ンキャリア
アシスト

栃木県 
宇都宮市

20
再就職支
援事業

該当なし 該当なし

再就職支
援事業等
の業務委
託及び事
務所の賃
貸

受取家賃 4,694 預り保証金 3,815

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

ＥＡＰ総研
㈱

東京都 
千代田区

10
メンタル
ヘルス

該当なし 該当なし
メンタル
ヘルス顧
問契約

報酬 1,200 － －



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 
(注）１ 権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行われなくなった新株引受権の目的となる株式の数102,600株が

含まれています。 

２ 権利行使された新株引受権の目的となる株式の数17,400株及び権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行

われなくなった新株引受権の目的となる株式の数67,200株が含まれています。 

３ 新株引受権及び新株予約権の概要は「第４提出会社の状況、１株式等の状況、（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 114円25銭 145円67銭

１株当たり当期純利益金額 18円36銭 19円69銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

18円15銭 19円55銭

当社は、平成17年１月20日付で株式
１株につき３株の株式分割を行って
おります。
なお、当該株式分割が前期首に行わ
れたと仮定した場合の前連結会計年
度における１株当たり情報について
は、以下のとおりとなります。
１株当たり純資産額    98円56銭
１株当たり当期純利益金額 8円75銭
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額     8円72銭

――――――

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 642,409 712,780

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 642,409 712,780

期中平均株式数（千株） 34,996 36,193

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 399 274

（うち新株予約権） (399) (274)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

潜在株式の種類（新株引受権)
潜在株式の数(965,700株) 
(注）１

潜在株式の種類（新株引受権) 
潜在株式の数(482,700株) 
(注）２



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 利率については表面利率に保証料等を含んでおります。 

２ 連結決算日後５年間の償還予定額は以下の通りであります。 
  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率は期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 
  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱フジスタッフ 第一回無担保社債
平成14年 
９月30日

200,000 200,000 1.72 なし
平成19年
９月28日

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

－ 200,000 － － －

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 539,500 315,000 0.632 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,102,118 679,428 1.424 －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,046,894 511,734 1.315
平成19年９月28日～
平成21年８月31日

合計 2,688,512 1,506,162 － －

区分
１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 389,834 91,900 30,000 －



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 
  

第26期
(平成17年３月31日現在)

第27期 
(平成18年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,570,971 2,025,742

 ２ 売掛金 4,650,089 4,951,717

 ３ 貯蔵品 34,936 35,739

 ４ 前払費用 204,750 120,256

 ５ 短期貸付金 ※３ 234,359 56,640

 ６ 繰延税金資産 205,515 172,643

 ７ その他 10,307 91,804

   貸倒引当金 △20,553 △17,808

   流動資産合計 6,890,375 60.2 7,436,735 60.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 1,666,274 1,703,300

    減価償却累計額 △643,093 1,023,180 △701,199 1,002,101

  (2) 構築物 30,536 30,536

    減価償却累計額 △20,029 10,506 △21,330 9,206

  (3) 車両運搬具 2,854 20,100

    減価償却累計額 △1,138 1,715 △6,808 13,292

  (4) 工具器具及び備品 355,008 382,051

    減価償却累計額 △204,215 150,792 △244,529 137,521

  (5) 土地 1,502,100 1,502,100

  (6) 建設仮勘定 21,215 4,871

   有形固定資産合計 2,709,511 23.6 2,669,093 21.7

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 231,904 245,492

  (2) 電話加入権 29,334 18,705

  (3) その他 297 245

   無形固定資産合計 261,536 2.3 264,443 2.1



  

 
  

第26期
(平成17年３月31日現在)

第27期 
(平成18年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 368,085 368,222

  (2) 関係会社株式 ※４ 1,576,165 1,776,165

  (3) 関係会社長期貸付金 186,680 130,040

  (4) 破産更生等債権 22,572 54,703

  (5) 長期前払費用 1,964 2,327

  (6) 繰延税金資産 1,881 71,125

  (7) 差入保証金 533,158 566,776

  (8) その他 18,481 21,235

    貸倒引当金 △20,206 △55,099

    投資損失引当金 △1,099,510 △985,378

   投資その他の資産合計 1,589,272 13.9 1,950,116 15.8

   固定資産合計 4,560,320 39.8 4,883,653 39.6

   資産合計 11,450,696 100.0 12,320,389 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 短期借入金 469,600 307,000

 ２ 一年内返済予定 
   長期借入金

1,068,794 612,772

 ３ 未払金 66,191 102,095

 ４ 未払費用 3,159,433 3,403,654

 ５ 未払法人税等 415,113 537,283

 ６ 未払消費税等 460,140 468,481

 ７ 前受金 350 1,978

 ８ 預り金 86,830 108,039

 ９ 前受収益 18,511 3,966

 10 賞与引当金 253,862 203,566

 11 その他 2,172 2,697

   流動負債合計 6,000,999 52.4 5,751,534 46.7



  

 
  

第26期
(平成17年３月31日現在)

第27期 
(平成18年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 200,000 200,000

 ２ 長期借入金 980,218 445,046

 ３ 退職給付引当金 88,937 134,280

 ４ 預り保証金 55,242 50,775

 ５ その他 14,881 12,610

   固定負債合計 1,339,279 11.7 842,712 6.8

   負債合計 7,340,279 64.1 6,594,246 53.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 1,000,000 8.7 1,658,274 13.5

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,247,245 1,900,345

 ２ その他資本剰余金

  (1) 資本準備金減少差益 200,000 200,000 177,928 177,928

   資本剰余金合計 1,447,245 12.6 2,078,274 16.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 77,591 77,591

 ２ 任意積立金

  (1) 特別償却準備金 12,537 8,501

  (2) 別途積立金 225,378 237,916 225,378 233,880

 ３ 当期未処分利益 1,386,408 1,839,631

   利益剰余金合計 1,701,916 14.9 2,151,103 17.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 73,709 0.7 12,458 0.1

Ⅴ 自己株式 ※２ △112,454 △1.0 △173,968 △1.4

   資本合計 4,110,417 35.9 5,726,142 46.5

   負債・資本合計 11,450,696 100.0 12,320,389 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

第26期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

第27期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 37,284,838 100.0 41,010,946 100.0

Ⅱ 売上原価 29,955,374 80.3 33,222,873 81.0

   売上総利益 7,329,463 19.7 7,788,073 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 募集費 543,576 556,990

 ２ 役員報酬 150,900 131,750

 ３ 従業員給与及び賞与 2,945,352 3,285,348

 ４ 賞与引当金繰入額 236,339 186,894

 ５ 福利厚生費 51,719 52,024

 ６ 旅費交通費 98,610 97,073

 ７ 事務費 191,446 193,114

 ８ 運輸通信費 245,463 247,985

 ９ 賃借料 632,826 672,625

 10 減価償却費 211,130 219,653

 11 退職給付費用 51,691 62,130

 12 貸倒引当金繰入額 3,548 36,900

 13 その他 887,552 6,250,157 16.8 938,247 6,680,739 16.3

   営業利益 1,079,306 2.9 1,107,333 2.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 11,064 3,147

 ２ 受取配当金 776 6,668

 ３ 受取家賃 57,198 46,769

 ４ 受取助成金 － 7,082

 ５ その他 5,770 74,809 0.2 2,610 66,277 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 53,165 31,827

 ２ 社債発行費償却 2,266 －

 ３ その他 7,884 63,316 0.2 9,029 40,856 0.1

   経常利益 1,090,799 2.9 1,132,754 2.8



 

第26期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

第27期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 69,874 184,436

 ２ 退職給付制度の終了 
   に伴う利益

5,474 －

 ３ 投資損失引当金戻入益 ※２ 46,496 121,846 0.4 114,131 298,568 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券評価損 700 －

 ２ 固定資産売却損 ※３ 15,746 －

 ３ 固定資産除却損 ※４ 16,729 17,273

 ４ 減損損失 ※５ － 33,177 0.1 10,628 27,902 0.1

   税引前当期純利益 1,179,468 3.2 1,403,420 3.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

383,370 559,366

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税

－ 144,246

   法人税等調整額 65,731 449,102 1.2 5,648 709,261 1.7

   当期純利益 730,365 2.0 694,159 1.7

   前期繰越利益 656,042 1,145,471

   当期未処分利益 1,386,408 1,839,631



売上原価明細書 

 
(注) 労務費には、第26期に社会保険料支払額が2,476,226千円、賞与引当金繰入額が17,523千円、第27期に社会保険

料支払額が2,913,315千円、賞与引当金繰入額が16,672千円含まれております。 

  

③ 【利益処分計算書】 

第26期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

１ 労務費 29,621,817 98.9 33,034,351 99.4

２ 経費 333,557 1.1 188,522 0.6

合計 29,955,374 100.0 33,222,873 100.0

第26期
株主総会承認日 
(平成17年６月24日)

第27期 
株主総会承認日 
(平成18年６月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,386,408 1,839,631

Ⅱ 任意積立金取崩額

   特別償却準備金 
   取崩額

4,035 4,035 4,035 4,035

    合計 1,390,443 1,843,666

Ⅲ 利益処分額

   配当金 244,971 244,971 386,761 386,761

Ⅳ 次期繰越利益 1,145,471 1,456,904



重要な会計方針 

  

 
  

項目
第26期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

(2) その他有価証券

同左

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法を採

用しております。なお、主な耐用

年数は次のとおりであります。

   建物      ３年～50年

   構築物     ３年～50年

   車両運搬具      ６年

   工具器具備品  ２年～20年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法。ただし、自社利用のソフ

トウェアにつきましては、社内に

おける見込利用可能期間(５年以

内)に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  定額法

(3) 長期前払費用

同左

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 ３年間に亘り均等償却

     ――――――――

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左



項目
第26期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  退職一時金制度

  従業員への退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。また、数理計

算上の差異については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定額

法により、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することといた

します。

  なお、適格退職年金制度につきま

しては、平成16年４月１日をもっ

て終了し、同日より退職一時金制

度を導入いたしました。適格退職

年金制度の終了に伴い5,474千円

の特別利益を計上しております。

(3) 退職給付引当金

  退職一時金制度

  従業員への退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。また、数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。

  

(4) 投資損失引当金

  子会社等に対する投資の損失に備

えるため、財政状態等を勘案し、

必要と認められる額を計上してお

ります。

(4) 投資損失引当金

同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を充たしている

金利スワップについて特例処理を

採用しております。

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 金利スワップ 

  ヘッジ対象 借入金

(3) ヘッジ方針 

金利リスクの低減のため、対象債

務の範囲内でヘッジを行っており

ます。

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を

充たしているので、決算日におけ

る有効性の評価を省略しておりま

す。

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

第26期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――――― 固定資産の減損に係る会計基準

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。

これにより、税引前当期純利益が10,628千円減少してお

ります。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しておりま

す。

第26期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(貸借対照表) 

前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「短期貸付金」は、当期において、資産の総額の

100分の１を超えたため区分掲記しました。 

なお、前期末の「短期貸付金」は729千円であります。

(損益計算書) 

「受取助成金」は、前事業年度まで営業外収益の「その

他」に含めて表示していましたが、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。なお、前事

業年度における「受取助成金」は、502千円でありま

す。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
  

(損益計算書関係) 

第26期 
(平成17年３月31日)

第27期
(平成18年３月31日)

 

※１ 授権株式数

普通株式 143,100,720株

   発行済株式総数

普通株式 35,775,180株

 

※１ 授権株式数

普通株式 143,100,720株

   発行済株式総数

普通株式 39,375,180株

※２ 自己株式の保有数

普通株式 779,190株

※２ 自己株式の保有数

普通株式 698,990株

※３ 関係会社に対する資産

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

短期貸付金 234,359千円

※３ 関係会社に対する資産

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

短期貸付金 56,640千円

※４      ―――――――――― ※４ 関係会社株式には、株式会社アイネクスト（平成

18年４月３日設立）に対する新株式払込金

200,000千円が含まれております。

 ５ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は73,709

千円であります。

 ５ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は12,458

千円であります。

第26期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 関係会社との取引高

受取利息 11,060千円

※１ 関係会社との取引高

受取利息 3,145千円

※２ 投資損失引当金戻入益（46,496千円）は関係会社

に対する投資に係るものであります。

※２ 投資損失引当金戻入益（114,131千円）は関係会

社に対する投資に係るものであります。

※３ 固定資産売却損

建物 15,746千円

※３      ――――――――――

※４ 固定資産除却損

建物 9,934千円

構築物 99

車両運搬具 107

工具器具及び備品 6,587

※４ 固定資産除却損

建物 13,201千円

工具器具及び備品 1,299

ソフトウェア 2,772

 

※５ 減損損失
当社は、以下の遊休資産について減損損失を計上いたし

ました。

種類 場所 減損損失（千円）

電話加入権 － 10,628

計 10,628

（経緯） 

上記の電話加入権につきましては、時価が著しく下落し

ているため、休止中のものにつき減損損失を認識いたし

ました。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、取引

事例価額等を基礎として評価しております。



(リース取引関係) 

 
  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当事業年度(自 平成17年４月１

日 至 平成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第26期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

 るもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

 るもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

工具器具 
及び備品

ソフト
ウェア

合計

取得価額 
相当額

26,233千円 59,525千円 85,758千円

減価償却累 
計額相当額

12,548 51,468 64,017

期末残高 
相当額

13,684 8,056 21,740

工具器具
及び備品

合計

取得価額
相当額

19,850千円 19,850千円

減価償却累
計額相当額

12,263 12,263

期末残高
相当額

7,586 7,586

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 14,563千円

１年超 7,724

合計 22,288

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,658千円

１年超 2,066

合計 7,724

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 21,623千円

減価償却費相当額 20,562

支払利息相当額 577

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 14,761千円

減価償却費相当額 14,142

支払利息相当額 210

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1,008千円

１年超 1,344

合計 2,352

２．オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1,008千円

１年超 336

合計 1,344



(税効果会計関係) 

  

 
  

第26期 
(平成17年３月31日現在)

第27期
(平成18年３月31日現在)

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 103,296千円

未払費用 25,832

未払事業税 40,529

未払事業所税 18,349

土地評価損 153,599

貸倒引当金損金算入限度超過額 6,129

退職給付引当金 42,244

投資損失引当金 447,390

その他 19,407

評価性引当額 △592,981

繰延税金資産合計 263,798

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 82,831千円

未払費用 18,009

未払事業税 33,397

未払事業所税 19,880

土地評価損 153,599

貸倒引当金損金算入限度超過額 14,181

退職給付引当金 59,770

投資損失引当金 400,950

その他 23,626

評価性引当額 △550,866

繰延税金資産合計 255,381

 

繰延税金負債

特別償却準備金 5,832

投資有価証券評価差額金 50,569

繰延税金負債合計 56,402

繰延税金資産の純額 207,396

繰延税金負債

特別償却準備金 3,064

投資有価証券評価差額金 8,547

繰延税金負債合計 11,611

繰延税金資産の純額 243,769

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

0.5

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.0

住民税均等割等 3.1

投資損失引当金繰入額等損金不算入額 △1.6

法人税額の特別控除額 △4.5

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.1

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.4

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.1

住民税均等割等 2.8

投資損失引当金繰入額等損金不算入額 △3.3

過年度法人税、住民税及び事業税 10.3

法人税額の特別控除額 △1.1

その他 0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.5



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 
(注）１ 権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行われなくなった新株引受権の目的となる株式の数102,600株が

含まれています。 

２ 権利行使された新株引受権の目的となる株式の数17,400株及び権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行

われなくなった新株引受権の目的となる株式の数67,200株が含まれています。 

３ 新株引受権及び新株予約権の概要は「第４提出会社の状況、１株式等の状況、（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

第26期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 117円45銭 148円05銭

１株当たり当期純利益金額 20円87銭 19円18銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

20円63銭 19円03銭

当社は、平成17年１月20日付で株式
１株につき３株の株式分割を行って
おります。
なお、当該株式分割が前期首に行わ
れたと仮定した場合の前連結会計年
度における１株当たり情報について
は、以下のとおりとなります。
１株当たり純資産額    99円02銭
１株当たり当期純利益金額 8円69銭
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額     8円66銭

―――――――

第26期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 730,365 694,159

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 730,365 694,159

期中平均株式数(千株) 34,996 36,193

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(千株) 399 274

(うち新株予約権) (399) (274)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

潜在株式の種類（新株引受権)
潜在株式の数（965,700株） 
（注）１

潜在株式の種類（新株引受権) 
潜在株式の数（482,700株） 
（注）２



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
（注）「当期減少額」の（ ）内はうち書きで減損損失の計上額であります。 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

（投資有価証券）

 （その他有価証券）

  エー・アンド・アイ システム㈱ 321,000 201,267

  ㈱栃木銀行 110,000 100,980

  ㈱ベネフィットワン 150 24,150

  金谷ホテル㈱ 200,000 10,000

  ㈱とちぎインベストメントパートナーズ 100 5,000

  ㈱インテリジェンス 8 2,920

  ㈱エフエム栃木 50 2,500

  その他（３銘柄） 542 2,217

計 631,850 349,034

種類及び銘柄 投資口数(口) 貸借対照表計上額(千円)

（投資有価証券）

 （その他有価証券）

 （証券投資信託の受益証券）

  栃木応援外債 9,794,320 9,817

  ＭＬ ＡＲbiＥ 9,726,719 9,369

計 － 19,187

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 1,666,274 63,908 26,881 1,703,300 701,199 71,786 1,002,101

 構築物 30,536 － － 30,536 21,330 1,300 9,206

 車両運搬具 2,854 17,246 － 20,100 6,808 5,669 13,292

 工具器具及び備品 355,008 37,779 10,736 382,051 244,529 49,751 137,521

 土地 1,502,100 － － 1,502,100 － － 1,502,100

 建設仮勘定 21,215 11,009 27,353 4,871 － － 4,871

有形固定資産計 3,577,989 129,944 64,972 3,642,961 973,867 128,508 2,669,093

無形固定資産

 ソフトウェア 388,607 107,454 16,840 479,222 233,729 91,093 245,492

 電話加入権 29,334 －
10,628
(10,628)

18,705 － － 18,705

 その他 793 － － 793 547 52 245

無形固定資産計 418,734 107,454
27,468
(10,628)

498,720 234,276 91,145 264,443

長期前払費用 1,964 996 633 2,327 － － 2,327



【資本金等明細表】 

  

 
(注）１ 当期末における自己株式は、698,990株であります。 

２ 当期増加額は、平成17年12月９日をもって、新株予約権行使により新株式を発行したことによるものであり

ます。 

３ 当期減少額は、ストックオプション行使による自己株式処分差損であります。 

４ 当期減少額は前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注）１ 当期減少額（その他）のうち2,169千円は債権回収による取崩額であり、33,838千円は一般債権の貸倒実績

率による洗替額であります。 

２ 当期減少額（その他）は、子会社の純資産の回復に伴う取崩額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) (注２) 1,000,000 658,274 － 1,658,274

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (注１)(注２) (株) (35,775,180) (3,600,000) (－) (39,375,180)

普通株式 (注２） (千円) 1,000,000 658,274 － 1,658,274

計 (株) (35,775,180) (3,600,000) (－) (39,375,180)

計 (千円) 1,000,000 658,274 － 1,658,274

資本準備金及 
びその他資本 
剰余金

資本準備金

株式払込剰余金 (注２) (千円) 737,059 653,100 － 1,390,159

合併差益 (千円) 510,186 － － 510,186

その他資本剰余金

資本準備金減少差益
（注３）

(千円) 200,000 － 22,071 177,928

計 (千円) 1,447,245 653,100 22,071 2,078,274

利益準備金及 
び任意積立金

利益準備金 (千円) 77,591 － － 77,591

任意積立金

特別償却準備金 (注４) (千円) 12,537 － 4,035 8,501

別途積立金 (千円) 225,378 － － 225,378

計 (千円) 315,507 － 4,035 311,472

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金  （注１） 40,760 72,908 4,751 36,008 72,908

投資損失引当金(注２) 1,099,510 － － 114,131 985,378

賞与引当金 253,862 203,566 253,862 － 203,566



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 7,156

預金の種類

当座預金 1,749,048

普通預金 258,770

別段預金 10,765

計 2,018,585

合計 2,025,742

相手先 金額(千円)

株式会社データネットワークセンター 77,372

ボーダフォン株式会社 72,494

キヤノン株式会社 63,273

厚生労働省 53,980

本田技研工業株式会社 44,472

その他 4,640,123

合計 4,951,717

期首残高 
(千円)

当期発生高 
(千円)

当期回収高
(千円)

当期末残高
(千円)

回収率
(％)

滞留期間 
(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)+(Ｂ)

(Ａ)+(Ｄ)
2
(Ｂ)
365

4,650,089 43,335,522 43,033,894 4,951,717 89.7 40.4



ハ 貯蔵品 
  

 
  

ニ 関係会社株式 
  

 
  
  
  

品目 金額(千円)

派遣登録用備品・消耗品 16,108

スタッフ向け継続キャンペーン用金券 5,276

スタッフ向けバースディプレゼント 4,221

会社案内・パンフレット 8,245

切手・収入印紙 1,485

新幹線回数券 403

合計 35,739

銘柄 株式数(株) 金額(千円)

株式会社コンピュータパック 200,000 1,476,165

株式会社エム・アール・アイ・ジャパン 2,800 100,000

株式会社アイネクスト 4,000 200,000

合計 206,800 1,776,165



負債の部 

  
  

イ 未払費用 
  

 
  

ロ 長期借入金 
  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

種類 金額(千円)

派遣人件費 2,920,032

健康保険・厚生年金保険料 269,156

社員人件費 38,050

募集広告費 59,266

障害者雇用負担金 19,850

業務委託費 12,982

その他 84,316

合計 3,403,654

借入先 金額(千円) うち１年以内返済予定額(千円)

株式会社三井住友銀行 265,000 190,000

株式会社足利銀行 240,108 125,962

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 229,500 79,500

株式会社栃木銀行 86,000 42,000

住友信託銀行株式会社 85,200 68,200

商工組合中央金庫 66,050 39,150

株式会社みずほ銀行 45,000 27,000

株式会社群馬銀行 40,960 40,960

合計 1,057,818 612,772



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、200株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第26期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月24日関東財務局長に提

出。 

  

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプションとしての新株予約権

の発行）の規定に基づく臨時報告書を平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

  

(3) 有価証券届出書及びその添付書類 

新株予約権の発行 平成17年11月16日関東財務局長に提出。 

  

(4) 半期報告書 

事業年度 第27期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月９日関東財務局長に

提出。 

  

(5) 自己株券買付状況報告書 

平成18年１月11日、平成18年２月14日、平成18年３月15日、平成18年４月13日、平成18年５月15日、平

成18年６月15日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

株式会社フ ジ ス タ ッ フ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジスタッ

フの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フジス

タッフ及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 フ ジ ス タ ッ フ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジスタッ

フの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フジス

タッフ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

株 式 会 社 フ ジ ス タ ッ フ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジスタッ

フの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フジスタッ

フの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 フ ジ ス タ ッ フ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジスタッ

フの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フジスタッ

フの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 
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